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第１章 計画の策定にあたって 

１．計画策定の趣旨 

（１）計画策定の目的 

わが国では、令和７年（2025年）にいわゆる団塊の世代（昭和 22年～昭和 24 

年生まれ）がすべて 75 歳以上（後期高齢者）に、さらに令和 22 年（2040 年）

には団塊ジュニア世代（昭和 46 年～昭和 50 年生まれ）が 65 歳以上に到達し、

今後も高齢化が進展することが予想されています。 

高齢化の進展に伴い、一人暮らし高齢者や高齢者のみ世帯の増加、要支援・要介

護認定者や認知症高齢者の増加、高齢者の孤立や高齢者虐待、老老介護による介護

負担、8050問題、災害対策や新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえた感染症

対策など、個人や世帯、地域、介護事業者、保険者等が抱える課題が複雑化・複合

化してきています。 

このような背景のもと、包括的な福祉サービスの提供体制を整備する観点から、

「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律（令和２年法律

第 52号）」が成立し、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的

な支援体制の構築支援、地域の特性に応じた介護サービス提供体制の整備等の推進、

医療・介護データ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組の強化な

どが求められています。また、「認知症施策推進大綱」を踏まえた認知症施策の推進、

災害や感染症対策に係る体制整備が求められています。 

本市では、平成 30年（2018年）３月に「香美市第７期高齢者福祉計画・介護

保険事業計画」（以下、第７期計画という）を策定し、これまでの取組をさらに継承

発展させ、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケ

アシステムの深化・推進に向け、各種施策に取り組んできました。 

第７期計画の実施状況の評価、検証を行うとともに、団塊の世代が 75歳以上と

なる令和７年（2025年）、団塊ジュニア世代が65歳以上となる令和22年（2040

年）を見据えて、計画の見直しを行います。 

そして、国の基本指針を踏まえ、本市における地域包括ケアシステムを一層推進

し、高齢者をはじめあらゆる世代の市民、関係機関等がともに支え合う地域共生社

会を目指して、令和３～５年（2021～2023年）度の３年間を期間とする「香美

市第８期高齢者福祉計画・介護保険事業計画」（以下、「第８期計画」という）を策

定するものです。   

※8050問題：子どもの「ひきこもり」を背景とした、「80」代の親が「50」代の子どもの生活を支えるとい 

う問題。 

※地域共生社会：次ページ参照。 
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（２）制度改正のポイント 

① 第８期計画の位置づけ 

第６期計画以降の介護保険制度の改正は、以下のように概観できます。 

第６期計画からは、令和７年（2025年）までの各計画期間を通じて、地域包括

ケアシステムを段階的に構築することとされ、第７期計画では、地域包括ケアシス

テム構築の第２段階として、地域の実情に合わせた地域包括ケアシステムを深化・

推進してきました。さらに第８期計画では、令和７年（2025年）のみでなく、令

和 22年（2040年）をも見据え、地域包括ケアシステムを中核的な基盤に、地域

共生社会の実現を目指していくこととなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団塊の世代が 75歳以上となる令和７年（2025年）を目途に、重度な要介護状態となっても

住み慣れた地域で最後まで住み続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支

援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築を進める。 

第６期（平成 27～29年（2015～2017 年）度）は「地域包括ケア計画構築の第１段階」 

高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の

持続可能性を確保することに配慮し、サービスを必要とする人に必要なサービスが提供され

るようにする。 

●地域包括ケアシステムの深化・推進 

●介護保険制度の持続可能性の確保 

第７期（平成 30～令和２年（2018～2020 年）度）は「地域包括ケア計画構築の第２段階」 

団塊の世代が 75歳以上となる令和７年（2025年）と団塊ジュニア世代が 65歳となる令和

22年（2040年）を見据え、「地域包括ケアシステム」の構築による「地域共生社会」の実現を

目指す。 

第８期（令和３～５年（2021～2023年）度）は「地域包括ケア計画構築の第３段階」 

※地域共生社会：制度・分野ごとの『縦割り』や「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、 

地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分 

野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をと 

もに創っていく社会です。 
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② 社会福祉法・介護保険法・老人福祉法等の一部改正において重要となる事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 2025・2040 年を見据えたサービスの基盤、人的基盤の整備 

・2025・2040 年を見据え、地域ごとの推計人口等から導かれる介護需要等を踏まえて

計画を策定すること。 

２ 地域共生社会の実現 

・地域共生社会の実現に向けた考え方や取組を検討すること。 

３ 介護予防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果的な実施） 

・一般介護予防事業の推進においては、「PDCAサイクル沿った推進」、「専門職の関与」、

「他の事業との連携」を行うこと。 

・就労的活動等を自立支援、介護予防・重度化防止に向けた取組に位置付けること。 

・総合事業の対象者や単価の弾力化を踏まえて計画を策定すること。 

・保険者機能強化推進交付金等を活用し、施策の充実・推進を行うこと。 

・在宅医療・介護連携の推進について、看取りや認知症への対応強化等の観点を踏まえ

ること。 

・要介護(支援)者に対するリハビリテーションの目標を立てること。（国指標参考） 

・PDCA サイクルに沿った推進にあたり、データの利活用を進めることやそのための環

境整備を行うこと。 

４ 有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に係る都道府県・市町村間の情報連携

の強化 

・住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を把握すること。 

・介護保険施設の整備にあたっては、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅

の設置状況を勘案し計画を策定すること。 

５ 認知症施策推進大綱を踏まえた認知症施策の推進 

・認知症施策推進大綱等を踏まえ、「共生」と「予防」を車の両輪とした認知症施策の

推進について５つの柱に基づいた施策を展開すること。（普及啓発やチームオレンジ

の設置及び「通いの場」の拡充等。） 

・教育等他の分野と連携すること。 
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※資料：全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議（令和２年８月７日） 

 

 

 

 

 

   

６ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化地域共

生社会の実現 

・介護職員に加え、介護分野で働く専門職を含めた介護人材の確保を行うこと。 

・介護現場における業務仕分けやロボット・ICTの活用、元気高齢者の参入による業務

改善など、介護現場革新の具体的な方策を検討すること。 

・ポイント制度や有償ボランティア等を総合事業等の担い手確保の取組に位置付ける

こと。 

・要介護認定を行う体制の計画的な整備を行うこと。 

・文書負担軽減に向けた具体的な取組を検討すること。 

７ 災害や感染症対策に係る体制整備 

・近年の災害発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、これらへの備え

を行うこと。 
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２．計画の位置づけと期間 

（１）計画の位置づけ 

本市では、平成 29 年（2017 年）度から 10 年間のまちづくりの指針となる、

「第２次香美市振興計画」を策定しています。「第２次香美市振興計画」では、基本

構想を実現するための各種政策を示した「前期基本計画（平成 29年度から令和３

年度）」、「基本構想」と「基本計画」を踏まえ、財政的な裏付けや社会経済情勢を判

断しながら、基本計画に定めた施策を事業化した「実施計画」を策定しています。 

本計画は、これら上位計画の部門別計画と位置づけられ、「第２次香美市振興計

画」の基本理念である「輝き・やすらぎ・賑わいをみんなで築くまちづくり」の基

本方針３「やすらぎを守る」を目指した、高齢者の総合的な保健・福祉・介護の施

策について目標を掲げ、計画の推進を図るものとします。 

 

計画の位置づけ 

   第２次香美市振興計画 

（前期基本計画） 

健康福祉分野における連携・調整 

香美市 

第８期高齢者福祉計画 

介護保険事業計画 

香美市健康増進計画・食育推進計画 

香美市障害者計画・障害福祉計画 

香美市新型インフルエンザ等対策行動計画 

その他の関連計画 

第２期香美市地域福祉計画・地域福祉活動計画 

【高知県計画】 

・高知県高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業支援計画 

・第７期高知県保健医療計画 

・その他県の関連計画 

香美市地域防災計画 
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（２）法令根拠等 

本計画は、高齢者福祉計画と介護保険事業計画を一体的にまとめた計画であり、

高齢者福祉計画は老人福祉法（第 20条の８）、介護保険事業計画は介護保険法（第

116条）に規定する基本指針に即し、同法（第 117条）に基づき策定します。 

また、本計画は平成 28年 5月 13日に施行された、成年後見制度の利用の促進

に関する法律（以下、「成年後見制度利用促進法」という）に基づく、成年後見制度

の利用の促進に関する市町村計画の一部を包含するものとして策定します。 

 

（３）計画の期間 

介護保険法により、計画の期間は３か年と定められています。また、介護保険料

は、期間を通じてサービス量などを見込むとともに、その費用額に応じて、財政の

均衡を保つよう定めなければならないとされています。 

本計画（第８期計画）の策定においては、第５期計画から続く「地域包括ケア」

を推進するため、前期に引き続き団塊の世代が 75歳以上となる令和７年（2025

年）を見据え、さらに団塊ジュニア世代が 65歳以上となる令和 22年（2040年）

を視野に、令和３年（2021年）度から令和５年（2023年）度を計画の期間とす

る新たな計画を策定することになります。 

 

計画の期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 ・・・ R22

（2015） （2016） （2017） （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） ・・・ （2040）

　　　 ▲団塊ジュニア世代が65歳に

　 ▼団塊の世代が65歳に ▼団塊の世代が75歳に

第６期

（2015～2017）

第８期

（2021～2023）

2025年度を視野に入れて取り組む計画を視野に入れて取り組

第７期

（2018～2020）

第９期

（2024～2026）

2040年度を視野に入れて取り組む計画

・ ・ ・

※成年後見制度：判断能力が不十分なため契約等の法律行為を行えない人を後見人等が代理し、必要な契 

約等を締結したり財産を管理したりして本人の保護を図るものです。既に判断能力が不 

十分な時に、申立により家庭裁判所によって選任された後見人等が本人に代わって財産 

や権利を守り、本人を法的に支援する法定後見制度と、将来、判断能力が不十分となった 

ときに備えるための任意後見制度の２種類あります。 
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３．計画の策定体制 

 

計画策定にあたり、以下に掲げる方法により幅広い意見の聴取に努めました。 

（１）高齢者実態調査の実施 

高齢者の現状を把握し計画策定の基礎資料とするため、「介護予防・日常生活圏域

ニーズ調査」、「在宅介護実態調査」、「居所変更実態調査」の３種類の調査を実施し

ました。 

 

（２）介護保険サービス事業者調査とヒアリングの実施 

市内の介護保険サービス事業者を対象に、現在の困りごとや保険者への要望、新

規参入を計画しているサービス等に関する「介護保険サービス提供事業者調査」を

実施し、ヒアリングを希望する法人に対して面談による聞き取り調査を実施しまし

た。 

 

（３）香美市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会の開催 

計画策定にあたり、学識経験者、保健・医療・福祉関係者、被保険者代表などの

参画を求め、「香美市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会」を開催し、

幅広い意見の反映に努めました。 

 

（４）市民からの意見募集と計画への反映 

令和３年（2021年）１月●日（●）から令和３年（2021年）２月●日（●）

にかけて、市ホームページ等において計画素案を公表し、市民からの意見募集（パ

ブリックコメント）を実施しました。 

 

（５）高知県及び近隣市との意見調整 

地域密着型サービスを除く介護保険サービスは、広域的に提供されることが多く、

本市の一部施策については、南国市、香南市と共同で実施している場合もあること

から、近隣市との意見調整、連携を図りました。 

また、高知県の「高知県高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業支援計画」で、

保健福祉圏域単位に介護保険施設サービス量の見込みが定められること、保健・医

療に関連する分野は「第７期高知県保健医療計画」において、保健医療圏単位に医

療提供体制が定められることなどから、高知県及び圏域内での意見調整を行いまし

た。  
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４．日常生活圏域の設定 

（１）日常生活圏域の設定 

本市では、市内に２つの日常生活圏域を設定しており、土佐山田圏域に地域包括

支援センターを設置し、香北・物部圏域には地域包括支援センターの窓口機能を設

けています。 

地域の身近な安心拠点、高齢者総合相談窓口として高齢者の様々な相談やニーズ

に対応したサービスの提供と地域包括ケア体制の構築に取り組んできました。 

本計画期間においても、引き続き現行の２つの圏域を日常生活圏域とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

土佐山田 

圏域 

香北・物部

圏域 

※日常生活圏域：市域を“地理的条件”、“人口”、“交通事情その他社会的条件”などを勘案して身近な生活 

圏で区分けしたものを「日常生活圏域」といいます。高齢者が住み慣れた地域で安心して 

生活を継続することができるよう、高齢者が日常生活を営んでいる地域を中心に、必要な 

介護保険サービス等の基盤整備のあり方を明らかにするため、地理的条件や人口、交通、 

その他の社会的条件、施設の整備状況などを総合的に勘案して定める必要があります。国 

では、概ね 30分以内に必要なサービスが提供される圏域として、具体的には中学校区を 

基本とすることを例示しています。 
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（２）日常生活圏域別の状況 

日常生活圏域別にみる本市の状況は、次の通りとなっています。 

 

① 土佐山田圏域の状況 

 【人口等の状況】 

項目 第７期 第８期 変化 備考 

①人口 20,067人 19,957 人 -110人 

■住民基本台帳人口より 

・第 7 期 

平成 29年 9 月末 

・第 8 期 

令和 2 年 9 月末 

②高齢者人口 7,100人 7,134人 +34 人 

 ア 前期高齢者 3,333人 3,212人 -121人 

 イ 後期高齢者 3,767人 3,922人 +155人 

③高齢化率 35.4％ 35.7％ +0.3％ 

 ア 前期高齢者率 16.6％ 16.1％ -0.5％ 

 イ 後期高齢者率 18.8％ 19.7％ +0.9％ 

④一人暮らし高齢者 19.1％ 20.0％ +0.9％ 
■介護予防・日常生活圏 

域ニーズ調査結果より 

 

 【社会資源の状況】 

令和２年（2020年）度末見込（第 8期計画策定時） 

地域の集い 31ヶ所 

交流サロン 2ヶ所 

あったか地域サロンボランティアたんぽぽの会 1ヶ所 

声ともだち 1ヶ所 

家事代行、移動支援 2ヶ所 

シルバー人材センター（市全域） 1ヶ所 

宅配弁当（市・圏域外事業者含む） 6ヶ所 

介護タクシー（圏域内事業者数） 2ヶ所 

移動販売（市・圏域外事業者含む） 5ヶ所 

※令和 2年（2020年）10月時点での香美市把握分 

 

 【介護保険サービス基盤整備の状況】 

令和２年（2020年）度末見込（第 8期計画策定時） 

●居宅サービス 

 居宅介護支援 5 事業所 

 介護予防支援（地域包括） 1 事業所 

 訪問介護 4 事業所 

 訪問リハビリテーション 1 事業所 

 通所介護 5 事業所 

 通所リハビリテーション 2 事業所 
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令和２年（2020年）度末見込（第 8期計画策定時） 

●居住系サービス 

特定施設入居者生活介護 1 事業所（50 床） 

●地域密着型サービス 

認知症対応型共同生活介護 2 事業所（36 床） 

小規模多機能型居宅介護 1 事業所 

地域密着型通所介護 7 事業所 

●施設サービス 

介護老人福祉施設 1 事業所（76 床） 

介護老人保健施設 1 事業所（96 床） 

●有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅 

有料老人ホーム １箇所（60床） 

サービス付き高齢者向け住宅 ５箇所（98床） 

※令和 2年（2020年）10月時点での香美市把握分 

※有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅は、高知県提供情報より 

 

② 香北・物部圏域の状況 

 【人口等の状況】 

項目 第７期 第８期 変化 備考 

①人口 6,447人 5,991人 -456人 

■住民基本台帳人口より 

・第 7 期 

平成 29年 9 月末 

・第 8 期 

令和 2 年 9 月末 

②高齢者人口 3,288人 3,137人 -151人 

 ア 前期高齢者 1,234人 1,197人 -37 人 

 イ 後期高齢者 2,054人 1,940人 -114人 

③高齢化率 51.0％ 52.4％ +1.4％ 

 ア 前期高齢者率 19.1％ 20.0％ +0.9％ 

 イ 後期高齢者率 31.9％ 32.4％ +0.5％ 

④一人暮らし高齢者 23.5％ 23.9％ +0.4％ 
■介護予防・日常生活圏 

域ニーズ調査結果より 

 

 【社会資源の状況】 

令和２年（2020年）度末見込（第 8期計画策定時） 

地域の集い 25ヶ所 

交流サロン 3ヶ所 

香北町福祉ボランティア協議会 1ヶ所 

シルバー人材センター（市全域） 1ヶ所 

宅配弁当（市・圏域外事業者含む） 2ヶ所 

介護タクシー（圏域内事業者数） 2ヶ所 

移動販売（市・圏域外事業者含む） 5ヶ所 

※令和 2年（2020年）10月時点での香美市把握分 
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 【介護保険サービス基盤整備の状況】 

令和２年（2020年）度末見込（第 8期計画策定時） 

●居宅サービス 

 居宅介護支援 4 事業所 

 訪問介護 2 事業所 

 訪問リハビリテーション 1 事業所 

 通所介護 1 事業所 

 通所リハビリテーション 1 事業所 

●地域密着型サービス 

認知症対応型共同生活介護 2 事業所（36 床） 

小規模多機能型居宅介護 1 事業所 

地域密着型介護老人福祉施設 1 事業所（29 床） 

地域密着型通所介護 3 事業所 

●施設サービス 

介護老人福祉施設 1 事業所（50床） 

介護老人保健施設 1 事業所（50 床） 

介護療養型医療施設 1 事業所（30 床） 

※令和 2年（2020年）10月時点での香美市把握分 
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第 2章 高齢者を取り巻く状況 

１．市の人口動態 

（１）現在の人口 

令和２年９月末の人口をみると、男女ともに 70～74歳が最も多くなっていま 

す。 

 

 

※資料：住民基本台帳 令和２年９月末日現在 
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（２）人口の推移 

① 人口構成の推移 

人口の推移をみると、総人口は減少しており、令和２年では 25,948人となって

います。また、高齢者人口についても減少傾向にあり、令和２年では 10,271 人

と、平成 27年の 10,299人から 28人減少しています。高齢化率は年々上昇し、

令和２年では 39.6％と、平成 27 年の 38.1％から 1.5 ポイント上昇となってい

ます。また、総人口に占める 75 歳以上の割合は、令和２年で 22.6％となってい

ます。高齢者人口について第７期計画における推計値と比べると、おおむね計画通

りに推移していますが、後期高齢者が推計値以上に増加しています。 

 

 

※資料：実績値は住民基本台帳 各年９月末日現在   

単位：人

27,016 26,699 26,514 26,363 26,094 25,948

2,748 2,673 2,685 2,686 2,667 2,678

13,969 13,690 13,441 13,313 13,132 12,999

40歳～64歳 8,015 7,886 7,783 7,754 7,671 7,594

10,299 10,336 10,388 10,364 10,295 10,271

65歳～74歳（前期高齢者） 4,553 4,557 4,567 4,504 4,430 4,409

75歳以上（後期高齢者） 5,746 5,779 5,821 5,860 5,865 5,862

38.1% 38.7% 39.2% 39.3% 39.5% 39.6%

21.3% 21.6% 22.0% 22.2% 22.5% 22.6%

年少人口（0歳～14歳）

生産年齢人口（15歳～64歳）

高齢者人口（65歳以上）

高齢化率

総人口に占める75歳以上の割合

区分

第6期

総人口

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

第7期

平成27年
（2015年）

平成28年
（2016年）

平成29年
（2017年）

令和2年
（2020年）

単位：人

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

総人口 26,257 26,363 25,988 26,094 25,722 25,948

高齢者人口（65歳以上） 10,347 10,364 10,298 10,295 10,222 10,271

65歳～74歳（前期高齢者） 4,516 4,504 4,456 4,430 4,426 4,409

75歳以上（後期高齢者） 5,831 5,860 5,842 5,865 5,796 5,862

43.6% 43.5% 43.3% 43.0% 43.3% 42.9%

56.4% 56.5% 56.7% 57.0% 56.7% 57.1%高齢者人口に占める後期高齢者割合

高齢者人口に占める前期高齢者割合

区分
平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）
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② 高齢化率の比較 

香美市の高齢化率は全国、県と比べて高くなっています。平成 27年から令和２

年にかけての高齢化率の伸びは全国、県と比べて緩やかです。 

 

※資料：市は住民基本台帳 各年９月末日現在 

高知県、全国は総務省「国勢調査」および国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将 

来推計人口」 

 

③ 将来人口推計 

香美市の総人口は、今後も減少する見込みとなっており、本計画期間の最終年度

となる令和 5年には 25,309人と推計されています。高齢者人口（65歳以上）も

減少する見込みとなっていますが、75 歳以上人口については増加する見込みとな

り、令和 5年に 6,048人に達する見込みとなっています。 

 

※資料：人口推計結果より（住民基本台帳人口を用いたコーホート変化率法） 

令和 22年（2040年）のみ国立社会保障・人口問題研究所 男女･年齢(5歳)階級 

別データ『日本の地域別将来推計人口』（平成 30（2018）年推計）より 

38.1% 38.7% 39.2% 39.3% 39.5% 39.6%

32.5% 33.1% 33.7% 34.2% 34.8% 35.4%

26.3% 26.8% 27.3% 27.9% 28.4% 28.9%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

第6期 第7期

香美市 高知県 全国

単位：人
第14期

25,743 25,531 25,309 25,080 24,852 24,622 19,732

2,676 2,675 2,665 2,650 2,630 2,629 1,965

12,851 12,735 12,608 12,493 12,404 12,320 9,985

40歳～64歳 7,496 7,451 7,395 7,319 7,260 7,235 5,410

10,216 10,121 10,036 9,937 9,818 9,673 7,782

65歳～74歳（前期高齢者） 4,468 4,244 3,988 3,767 3,605 3,435 2,602

75歳以上（後期高齢者） 5,748 5,877 6,048 6,170 6,213 6,238 5,180

39.7% 39.6% 39.7% 39.6% 39.5% 39.3% # 39.4%

22.3% 23.0% 23.9% 24.6% 25.0% 25.3% 26.3%

令和7年

（2025年）

令和8年

（2026年）

令和22年

（2040年）

生産年齢人口（15歳～64歳）

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

令和6年

（2024年）

・・・

第9期

高齢者人口（65歳以上）

高齢化率

総人口に占める75歳以上の割合

区分

第8期

総人口

年少人口（0歳～14歳）
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④ 令和 22年（2040年）の人口構造 

本市の人口構造の推移をみると、団塊の世代（昭和 22 年～昭和 24 年生まれ）

がすべて 75歳以上（後期高齢者）に到達する令和７年（2025年）には、男女と

もに 75歳～79歳が最も多くなり、団塊ジュニア世代（昭和 46年～昭和 50年

生まれ）が 65歳以上に到達する令和 22年（2040年）には、男性は 20～24歳

が最も多く、次いで 65～69歳が多くなる見込みです。 

女性は 90歳以上が最も多く、次いで 85歳～89歳が多くなる見込みとなって

います。 
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（３）土佐山田圏域の人口推移 

① 現在の人口 

令和２年９月末の人口をみると、男女ともに 70～74歳が最も多くなっていま 

す。 

 

 

※資料：住民基本台帳 令和２年９月末日現在   
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② 人口・高齢者人口の推移 

人口の推移をみると、総人口は減少しており、令和２年では 19,957人となって

います。 

高齢者人口の推移をみると、前期高齢者は平成 27年以降減少傾向、後期高齢者

は増加傾向にあり、令和２年では前期高齢者が 3,212人、後期高齢者が 3,922人

と、平成 27年から前期高齢者 73人の減少、後期高齢者 243人の増加となって

います。総人口に占める後期高齢者の割合が、年々増加傾向になっています。 

 

※資料：住民基本台帳 各年９月末日現在 

 

③ 人口・高齢者人口の推計 

土佐山田圏域の総人口は、今後も減少する見込みとなっており、本計画期間の最

終年度となる令和 5年には 19,789人と推計されています。高齢者人口（65歳以

上）も減少する見込みとなっていますが、75 歳以上人口については増加する見込

みとなり、令和 5年に 4,185人に達する見込みとなっています。 

 

※資料：人口推計結果より（土佐山田圏域の住民基本台帳人口を用いたコーホート変化率 

法を用いた推計の為、香北・物部圏域の推計結果との合計は、市全体の推計結果と 

は合致しません。） 

   

単位：人

20,213 20,111 20,067 20,092 19,964 19,957

6,964 7,029 7,100 7,141 7,120 7,134

65歳～74歳（前期高齢者） 3,285 3,291 3,333 3,280 3,228 3,212

75歳以上（後期高齢者） 3,679 3,738 3,767 3,861 3,892 3,922

34.5% 35.0% 35.4% 35.5% 35.7% 35.7%

18.2% 18.6% 18.8% 19.2% 19.5% 19.7%

第6期 第7期

総人口

区分

土佐山田
圏域

平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

高齢者人口（65歳以上）

高齢化率

総人口に占める75歳以上の割合

19,911 19,854 19,789 19,719 19,651 19,578

2,284 2,291 2,303 2,313 2,320 2,329

10,487 10,450 10,395 10,349 10,329 10,325

40歳～64歳 5,977 5,955 5,932 5,902 5,886 5,896

7,140 7,113 7,091 7,057 7,002 6,924

65歳～74歳（前期高齢者） 3,256 3,077 2,906 2,755 2,651 2,520

75歳以上（後期高齢者） 3,884 4,036 4,185 4,302 4,351 4,404

35.9% 35.8% 35.8% 35.8% 35.6% 35.4%

19.5% 20.3% 21.1% 21.8% 22.1% 22.5%

区分

第8期 第9期

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

令和6年

（2024年）

令和7年

（2025年）

令和8年

（2026年）

総人口

年少人口（0歳～14歳）

生産年齢人口（15歳～64歳）

高齢者人口（65歳以上）

高齢化率

総人口に占める75歳以上の割合
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（４）香北・物部圏域の人口推移 

① 現在の人口 

令和２年９月末の人口をみると、男性は 70～74歳、女性は 75～79歳が最も

多くなっています。 

 

 

※資料：住民基本台帳 令和２年９月末日現在   
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② 人口・高齢者人口の推移 

人口の推移をみると、総人口は減少しており、令和２年では 5,991 人となって

います。 

高齢者人口の推移をみると、前期高齢者、後期高齢者ともに減少傾向にあり、令

和２年では前期高齢者が 1,197人、後期高齢者が 1,940人と、平成 27年から前

期高齢者 71人の減少、後期高齢者 127人の減少となっています。 

総人口に占める後期高齢者の割合が、年々増加傾向になっています。 

 

 

※資料：住民基本台帳 各年９月末日現在 

 

③ 人口・高齢者人口の推計 

香北・物部圏域の総人口は、今後も減少する見込みとなっており、本計画期間の

最終年度となる令和 5 年には 5,541 人と推計されています。高齢者人口（65 歳

以上）も減少する見込みとなっていますが、75 歳以上人口については、若干の増

減を繰り返しながら推移する見込みとなり、令和 5年に 1,870人に達する見込み

となっています。 

 

※資料：人口推計結果より（香北・物部圏域の住民基本台帳人口を用いたコーホート変化率 

法を用いた推計の為、土佐山田圏域の推計結果との合計は、市全体の推計結果と 

は合致しません。） 

 

 

単位：人

6,803 6,588 6,447 6,271 6,130 5,991

3,335 3,307 3,288 3,223 3,175 3,137

65歳～74歳（前期高齢者） 1,268 1,266 1,234 1,224 1,202 1,197

75歳以上（後期高齢者） 2,067 2,041 2,054 1,999 1,973 1,940

49.0% 50.2% 51.0% 51.4% 51.8% 52.4%

30.4% 31.0% 31.9% 31.9% 32.2% 32.4%

香北・物部
圏域

総人口

高齢者人口（65歳以上）

高齢化率

総人口に占める75歳以上の割合

区分

第6期 第7期

平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

5,840 5,691 5,541 5,394 5,251 5,105

394 386 366 346 322 314

2,366 2,291 2,220 2,157 2,097 2,026

40歳～64歳 1,519 1,496 1,463 1,418 1,373 1,339

3,080 3,014 2,955 2,891 2,832 2,765

65歳～74歳（前期高齢者） 1,214 1,168 1,085 1,016 957 916

75歳以上（後期高齢者） 1,866 1,846 1,870 1,875 1,875 1,849

52.7% 53.0% 53.3% 53.6% 53.9% 54.2%

32.0% 32.4% 33.7% 34.8% 35.7% 36.2%

区分

第8期 第9期

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

令和6年

（2024年）

令和7年

（2025年）

令和8年

（2026年）

総人口

年少人口（0歳～14歳）

生産年齢人口（15歳～64歳）

高齢者人口（65歳以上）

高齢化率

総人口に占める75歳以上の割合



20 

 

２．要支援・要介護認定者数 

（１）要支援・要介護認定者数の推移 

① 要支援・要介護認定者数の推移 

要支援・要介護認定者数の推移をみると、認定者は増加傾向にあり、令和２年で

は 2,019人と、平成 27年の 1,986人から 33人増加しています。 

要支援・要介護認定者数（第 1号被保険者）の内訳をみると、平成 27年から令

和 2年にかけて要介護１、要介護２、要介護３で増加していますが、特に、伸びが

大きくなっているのが要介護１で 61人、要介護３で 45人の増加となっています。 

認定率（第 1号被保険者）も上昇傾向で推移し、令和２年では 19.3％となって

います。 

 

 

※資料：厚労省「介護保険事業状況報告」（地域包括ケア「見える化」システムより）  

各年９月末日現在（令和２年（2020年）のみ２月末） 

単位：人

10,332 10,377 10,418 10,386 10,315 10,306

1,951 1,950 1,938 1,947 1,964 1,994

要支援1 221 206 211 204 174 191

要支援2 208 193 178 190 201 202

要介護1 369 384 395 419 433 430

要介護2 360 348 359 345 358 366

要介護3 248 270 260 249 269 293

要介護4 290 307 277 307 307 285

要介護5 255 242 258 233 222 227

18.9% 18.8% 18.6% 18.7% 19.0% 19.3%

35 38 34 28 25 25

1,986 1,988 1,972 1,975 1,989 2,019

③認定率（第1号被保険者）

②要支援・要介護認定者数（１号被保険者）

④要支援・要介護認定者数（２号被保険者）

⑤認定者数計（②＋③）

①第１号被保険者数

区分

第6期 第7期

平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

221 206 211 204 174 191

208 193 178 190 201 202

369 384 395 419 433 430

360 348 359 345 358 366

248 270 260 249 269 293

290 307 277 307 307 285

255 242 258 233 222 227

1,951 1,950 1,938 1,947 1,964 1,994

18.9% 18.8% 18.6% 18.7% 19.0% 19.3%
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16.0%

18.0%

20.0%
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平成27年
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平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

第6期 第7期

(人)

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2

要介護3 要介護4 要介護5 認定率（第１号）
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② 調整済み認定率の比較 

本市の調整済み認定率は、平成 27年以降減少傾向となっており、全国、高知県

平均より低い水準で推移しています。また、平成 30年度の調整済み認定率を高知

県内の他市と比べると、4番目に低い認定率となっています。 

 

※資料：厚労省「介護保険事業状況報告」（地域包括ケア「見える化」システムより） 

 各年３月末日現在 

※資料：厚労省「介護保険事業状況報告」（地域包括ケア「見える化」システムより）平成 30年度 
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16.8%

15.1%
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※調整済み認定率：性・年齢構成の影響を除外した認定率。 
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（２） 認知症高齢者数の推移 

認知症高齢者数（認知症自立度Ⅱ以上）の推移をみると、年々増加傾向にあり、

令和元年では 1,611 人となっており、平成 27 年と比べると 63 人増加していま

す。認定者に占める認知症高齢者割合についても増加傾向にあり、令和元年では

72.7％となっています。 

 

 

※資料：各年 10月末現在の厚生労働省「介護保険総合データベース」を参考に算出 

   

単位：人

2,235 2,235 2,182 2,239 2,215

自立 138 135 116 112 79

Ⅰ 549 586 569 533 525

Ⅱａ 428 446 442 476 487

Ⅱｂ 458 452 422 466 514

Ⅲa 398 378 409 442 439

Ⅲb 60 38 45 72 72

Ⅳ 190 191 174 138 98

Ｍ 14 9 5 0 1

1,548 1,514 1,497 1,594 1,611

69.3% 67.7% 68.6% 71.2% 72.7%

要支援・要介護認定者数

区分

認知症自立度Ⅱ以上認定者数

認定者に占める認知症高齢者割合

第6期 第7期

平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

549 586 569 533 525

428 446 442 476 487

458 452 422 466 514

398 378 409 442 439
60 38 45

72 72190 191 174
138 98

14 9 5
0

11,548 1,514 1,497 1,594 1,611

69.3% 67.7% 68.6%
71.2% 72.7%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

0

600

1,200

1,800

2,400

3,000

平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

第6期 第7期

(人)

Ⅰ Ⅱａ Ⅱｂ Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ｍ 認定者に占める認知症高齢者割合

※認知症自立度：高齢者の認知症の程度を踏まえた日常生活自立度の程度を表すもの。要介護認定にお 

ける一次判定や、介護認定審査会における審査判定の際の参考として利用されている。 
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（３） 障害高齢者自立度の推移 

障害自立度 A以上の高齢者数の推移をみると、年々増加傾向にあり、令和元年で

は 1,840人と、平成 27年の 1,789人から 51人増加しています。 

認定者に占める障害自立度 A 以上の高齢者割合についてみると、上昇傾向にあ

り、令和元年では 83.1％となっています。 

 

 

※資料：各年 10月現在の厚生労働省「介護保険総合データベース」を参考に算出 

  

 

 

 

   

単位：人

2,235 2,235 2,182 2,239 2,215

自立 1 0 0 0 0

Ｊ1 21 15 16 14 8

Ｊ2 424 435 421 399 367

Ａ1 419 360 327 370 353

Ａ2 515 534 538 604 653

B1 162 207 199 173 185

B2 442 423 415 430 433

C1 19 18 22 26 22

C2 232 243 244 223 194

1,789 1,785 1,745 1,826 1,840

80.0% 79.9% 80.0% 81.6% 83.1%

要支援・要介護認定者数

障害自立度A以上認定者数

認定者に占める障害高齢者割合

区分

第6期 第7期

平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

419 360 327 370 353

515 534 538 604 653

162 207 199
173 185

442 423 415
430 433

19 18 22 26 22232 243 244
223 194

1,789 1,785 1,745 1,826 1,840

80.0% 79.9% 80.0% 81.6% 83.1%

0.0%

30.0%

60.0%

90.0%

0

1,000

2,000

3,000

平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

第6期 第7期

(人)

Ａ1 Ａ2 B1 B2 C1 C2 認定者に占める障害高齢者割合

※障害高齢者自立度：障害高齢者の日常生活自立度（「寝たきり度」）のことで、高齢者の日常生活自立度 

の程度を表すもの。要介護認定における一次判定や、介護認定審査会における審査 

判定の際の参考として利用されている。 
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（４） 要支援・要介護認定者数の推計 

要支援・要介護認定者数の推計結果をみると、本計画期間は微増で推移する見込

みとなっており、本計画期間の最終年度となる令和 5年（2023年）には 2,084

人、認定率（第 1号）は 20.6％になる見込みです。 

団塊の世代が 75歳以上となる令和７年（2025年）には 2,067人、認定率（第

1号）が 20.8％、団塊ジュニア世代が 65歳以上となる令和 22年（2040年）

には 1,901人、認定率（第 1号）が 24.0％に達する見込みとなっています。 

（１２月４日時点の見込みで変更の可能性あり） 

 

 

 

※資料：地域包括ケア「見える化」システム推計値   

単位：人

第９期 第11期 第12期 第14期

10,216 10,121 10,036 9,818 9,101 8,251 7,828

2,034 2,047 2,063 2,046 2,046 2,002 1,881

要支援1 202 202 203 198 202 196 175

要支援2 193 196 196 192 195 190 175

要介護1 443 442 444 440 443 430 400

要介護2 379 378 383 383 381 376 358

要介護3 288 293 296 295 293 286 272

要介護4 288 290 293 291 288 283 268

要介護5 241 246 248 247 244 241 233

19.9% 20.2% 20.6% 20.8% 22.5% 24.3% 24.0%

21 21 21 21 21 21 20

2,055 2,068 2,084 2,067 2,067 2,023 1,901

令和7年

（2025年）

令和12年

（2030年）

令和17年

（2035年）

令和22年

（2040年）

⑤認定者数計（②＋④）
④要支援・要介護認定者数（第２号）

①第１号被保険者数
②要支援・要介護認定者数（第1号）

③認定率（第1号）

区分
第8期

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

202 202 203 198 202 196 175

193 196 196 192 195 190 175

443 442 444 440 443 430 400

379 378 383 383 381 376
358

288 293 296 295 293 286
272

288 290 293 291 288 283
268

241 246 248 247 244 241
233

2,034 2,047 2,063 2,046 2,046 2,002
1,881

19.9% 20.2% 20.6% 20.8%

22.5%

24.3% 24.0%
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令和7年

（2025年）

令和12年

（2030年）

令和17年

（2035年）

令和22年

（2040年）

第8期 第９期 第11期 第12期 第14期

(人)

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2

要介護3 要介護4 要介護5 認定率（第１号）



25 

 

３．給付の状況 

（１） 第１号被保険者１人あたり調整給付月額 

平成 30年（2018年）の第１号被保険者１人あたり調整給付月額の状況をみる

と、施設および居住系サービスの給付月額は 9,373円、在宅サービスは 7,487円

となっており、施設および居住系サービス、在宅サービスともに全国、県より低く

なっています。 

  

※時点：平成 30年（2018年） 

※出典：見える化システム（「介護保険総合データベース」および総務省「住民基本台帳人口・世 

帯数」） 
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佐川町

越知町

梼原町

日高村

津野町

四万十町

大月町

三原村

黒潮町

中芸広域連合

3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

8,000 9,000 10,000 11,000 12,000 13,000 14,000 15,000

在
宅
サ
ー
ビ
ス
調
整
給
付
月
額

施設および居住系サービス調整給付月額

香美市 高知県 全国 近隣市町

(円)

(円)

※調整給付月額：第 1号被保険者の性・年齢構成を調整し、単位数に一律 10円を乗じ、さらに実行給付 

率を乗じた数。 
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（２） サービスの利用状況 

① 介護予防サービス 

介護予防サービスの利用人数、利用回数についてみると、平成 30年、令和元

年度ともに計画値を大きく上回ったサービスは、介護予防訪問看護、介護予防居

宅療養管理指導、介護予防短期入所生活介護となっています。 

 

 

※資料：厚労省「介護保険事業状況報告（年報）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

（１）介護予防サービス

（回） 0 0 - 0 0 -

（人） 0 0 - 0 0 -

（回） 396 1,037 261.9% 396 644 162.6%

（人） 36 99 275.0% 36 71 197.2%

（回） 629 252 40.1% 629 268 42.6%

（人） 48 20 41.7% 48 27 56.3%

介護予防居宅療養管理指導 （人） 60 69 115.0% 60 88 146.7%

介護予防通所リハビリテーション （人） 828 712 86.0% 816 560 68.6%

（日） 42 198 471.4% 42 54 128.6%

（人） 12 17 141.7% 12 16 133.3%

（日） 0 0 - 0 0 -

（人） 0 0 - 0 0 -

（日） 0 0 - 0 0 -

（人） 0 0 - 0 0 -

介護予防福祉用具貸与 （人） 1,392 1,355 97.3% 1,368 1,272 93.0%

特定介護予防福祉用具購入費 （人） 60 0 0.0% 60 0 0.0%

介護予防住宅改修 （人） 60 0 0.0% 60 0 0.0%

介護予防特定施設入居者生活
介護

（人） 24 26 108.3% 36 36 100.0%

（回） 0 0 - 0 0 -

（人） 0 0 - 0 0 -

介護予防小規模多機能型居宅
介護

（人） 0 15 - 0 5 -

介護予防認知症対応型共同生
活介護

（人） 0 0 - 0 0 -

介護予防支援 （人） 1,560 1,823 117% 1,536 1,678 109%

平成30年度 令和元年度

（２）地域密着型介護予防サービス

（３）介護予防支援

介護予防認知症対応型通所介
護

介護予防短期入所療養介護（病
院等）

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護（老
健）
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② 介護サービス 

介護サービスの利用人数、利用回数についてみると、平成 30年、令和元年度

ともに計画値を大きく上回ったサービスは、訪問看護、訪問リハビリテーショ

ン、居宅療養管理指導、短期入所生活介護、福祉用具貸与、特定施設入居者生活

介護、介護医療院となっています。 

 

 

※資料：厚労省「介護保険事業状況報告（年報）」  

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

（回） 35,914 38,050 105.9% 35,989 36,316 100.9%

（人） 2,652 2,657 100.2% 2,652 2,783 104.9%

（回） 314 117 37.2% 314 89 28.3%

（人） 72 22 30.6% 72 11 15.3%

（回） 8,540 11,652 136.4% 8,540 12,574 147.2%

（人） 780 944 121.0% 780 1,020 130.8%

（回） 922 1,627 176.5% 922 2,433 264.0%

（人） 84 123 146.4% 84 156 185.7%

居宅療養管理指導 （人） 564 1,144 202.8% 564 1,249 221.5%

（回） 41,294 35,651 86.3% 41,294 37,519 90.9%

（人） 3,108 2,720 87.5% 3,108 2,938 94.5%

（回） 22,480 23,210 103.2% 22,480 24,074 107.1%

（人） 2,352 2,366 100.6% 2,352 2,535 107.8%

短期入所生活介護 （日） 8,689 9,030 103.9% 8,784 10,822 123.2%

（人） 1,140 1,173 102.9% 1,152 1,308 113.5%

（日） 433 323 74.6% 433 322 74.3%

（人） 48 40 83.3% 48 54 112.5%

（日） 0 0 - 0 0 -

（人） 0 0 - 0 0 -

福祉用具貸与 （人） 4,344 4,750 109.3% 4,368 5,271 120.7%

特定福祉用具購入費 （人） 108 0 0.0% 108 0 0.0%

住宅改修費 （人） 108 0 0.0% 108 0 0.0%

特定施設入居者生活介護 （人） 540 653 120.9% 552 640 115.9%

定期巡回・随時対応型訪問介護
看護 （人） 0 0 - 72 0 0.0%

夜間対応型訪問介護 （人） 0 0 - 0 0 -

（回） 1,162 529 45.5% 1,162 805 69.3%

（人） 60 25 41.7% 60 37 61.7%

小規模多機能型居宅介護 （人） 492 411 83.5% 564 400 70.9%

認知症対応型共同生活介護 （人） 864 897 103.8% 864 900 104.2%

地域密着型特定施設入居者生
活介護 （人） 0 0 - 0 0 -

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護 （人） 348 212 60.9% 348 212 60.9%

看護小規模多機能型居宅介護 （人） 0 0 - 0 0 -

（回） 26,120 25,848 99.0% 27,475 27,238 99.1%

（人） 2,244 2,380 106.1% 2,364 2,550 107.9%

介護老人福祉施設 （人） 2,220 1,952 87.9% 2,220 2,080 93.7%

介護老人保健施設 （人） 1,860 1,802 96.9% 1,884 1,909 101.3%

介護医療院 （人） 48 8 16.7% 72 131 181.9%

介護療養型医療施設 （人） 1,032 612 59.3% 1,032 559 54.2%

居宅介護支援 （人） 8,520 8,318 97.6% 8,544 8,918 104.4%

（４）居宅介護支援

平成30年度 令和元年度

（１）居宅サービス

（２）地域密着型サービス

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

地域密着型通所介護

（３）施設サービス

認知症対応型通所介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院等）

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション
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（３） 給付費の状況 

① 介護予防サービスの給付費 

介護予防サービスの給付費についてみると、平成 30年、令和元年度ともに、

計画値を大きく上回ったサービスは、介護予防訪問看護、介護予防短期入所生活

介護、介護予防福祉用具貸与となっています。 

 

※資料：厚労省「介護保険事業状況報告（年報）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：千円

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

介護予防訪問入浴介護 0 0 - 0 0 -

介護予防訪問看護 1,695 3,646 215.1% 1,696 2,349 138.5%

介護予防訪問リハビリテーション 1,752 765 43.6% 1,752 807 46.1%

介護予防居宅療養管理指導 571 541 94.7% 571 569 99.7%

介護予防通所リハビリテーション 23,631 23,043 97.5% 23,411 18,461 78.9%

介護予防短期入所生活介護 275 952 346.2% 275 329 119.7%

介護予防短期入所療養介護（老
健）

0 0 - 0 0 -

介護予防短期入所療養介護（病
院等）

0 0 - 0 0 -

介護予防福祉用具貸与 6,324 7,478 118.2% 6,219 7,045 113.3%

特定介護予防福祉用具購入費 1,358 803 59.2% 1,358 869 64.0%

介護予防住宅改修 3,851 4,146 107.6% 3,851 3,369 87.5%

介護予防特定施設入居者生活
介護

1,914 1,940 101.4% 3,052 3,068 100.5%

介護予防認知症対応型通所介
護

0 0 - 0 0 -

介護予防小規模多機能型居宅
介護

0 814 - 0 259 -

介護予防認知症対応型共同生
活介護

0 0 - 0 0 -

介護予防支援 6,888 7,992 116.0% 6,785 7,440 109.7%

48,259 52,120 108.0% 48,970 44,565 91.0%

平成30年度 令和元年度

合計

（１）介護予防サービス

（２）地域密着型介護予防サービス

（３）介護予防支援



29 

 

② 介護サービスの給付費 

介護サービスの給付費についてみると、平成 30年、令和元年度ともに計画値

を大きく上回ったサービスは、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管

理指導、短期入所生活介護、福祉用具貸与、特定施設入居者生活介護、介護医療

院となっています。 

 

※資料：厚労省「介護保険事業状況報告（年報）」 

 

 

 

 

 

単位：千円

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

訪問介護 94,958 101,999 107.4% 95,087 100,098 105.3%

訪問入浴介護 3,545 1,369 38.6% 3,547 1,047 29.5%

訪問看護 33,756 39,502 117.0% 33,771 45,039 133.4%

訪問リハビリテーション 2,809 4,627 164.7% 2,810 6,796 241.9%

居宅療養管理指導 4,898 8,098 165.3% 4,900 8,970 183.1%

通所介護 285,365 246,266 86.3% 285,493 262,117 91.8%

通所リハビリテーション 186,503 177,786 95.3% 186,586 182,726 97.9%

短期入所生活介護 65,452 69,968 106.9% 66,202 85,904 129.8%

短期入所療養介護（老健） 4,952 3,394 68.5% 4,954 3,485 70.4%

短期入所療養介護（病院等） 0 0 - 0 0 -

福祉用具貸与 49,778 52,913 106.3% 50,049 59,727 119.3%

特定福祉用具購入費 2,503 2,398 95.8% 2,503 2,083 83.2%

住宅改修費 7,436 5,179 69.6% 7,436 5,546 74.6%

特定施設入居者生活介護 98,961 119,199 120.5% 101,126 119,668 118.3%

定期巡回・随時対応型訪問介護
看護

0 0 - 15,367 0 0.0%

夜間対応型訪問介護 0 0 - 0 0 -

認知症対応型通所介護 12,906 5,966 46.2% 12,912 8,874 68.7%

小規模多機能型居宅介護 109,801 84,157 76.6% 125,276 80,221 64.0%

認知症対応型共同生活介護 195,110 205,073 105.1% 195,198 211,287 108.2%

地域密着型特定施設入居者生
活介護

0 0 - 0 0 -

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

87,691 58,769 67.0% 87,731 60,878 69.4%

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 - 0 0 -

地域密着型通所介護 201,470 204,114 101.3% 211,410 213,350 100.9%

介護老人福祉施設 536,142 476,849 88.9% 536,382 527,702 98.4%

介護老人保健施設 498,209 491,572 98.7% 504,279 531,544 105.4%

介護医療院 17,653 3,351 19.0% 26,479 51,287 193.7%

介護療養型医療施設 366,147 213,689 58.4% 362,991 187,979 51.8%

居宅介護支援 114,859 108,120 94.1% 115,339 122,325 106.1%

2,980,904 2,684,359 90.1% 3,037,828 2,878,652 94.8%

（１）居宅サービス

（２）地域密着型サービス

（３）施設サービス

（４）居宅介護支援

合計

平成30年度 令和元年度
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③ 総給付費 

総給付費の計画対比をみると、平成 30年度 93.4％、令和元年度 97.9％となっ

ています。 

 

 

※各サービス系統の内訳は以下のとおり（介護予防サービスを含む）。 

在宅サービス …訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管

理指導、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所

療養介護（介護老人保健施設）、短期入所療養介護（病院等）、福祉用具貸

与、特定福祉用具購入費、住宅改修費、介護予防支援・居宅介護支援、定期

巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介

護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、地域密着型通

所介護 

居住系サービス…認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設

入居者生活介護 

施設サービス …介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人

保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院 

   

単位：千円

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

1,315,027 1,224,805 93.1% 1,357,291 1,290,682 95.1%

197,024 326,212 165.6% 198,250 334,023 168.5%

1,418,151 1,185,461 83.6% 1,430,131 1,298,512 90.8%

2,930,202 2,736,479 93.4% 2,985,672 2,923,218 97.9%

施設サービス

合計

平成30年度 平成31年度

在宅サービス

居住系サービス
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４．アンケート調査結果にみる現状と課題 

（１）調査の概要 

① 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

「香美市第 8期高齢者福祉計画・介護保険事業計画」を策定するにあたり、今後 

の高齢者福祉サービスや健康づくりの方策を検討するために、日頃の生活や介護の 

状況、サービスの利用意向などの実態を把握することを目的として実施しました。 

 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の実施概要 

調査種類 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

対象者 令和元年 11月 30日現在、65歳以上の市内在住の方（要介護１～５、介護施設入所

者、入院者を除く） 

実施期間 令和元年 12月６日（金）～令和元年 12月 27日（金） 

実施方法 郵送配布、郵送回収 

調査結果 配布数：8,700件 有効回収数：5,035件 有効回答率：54.8％ 

 

② 在宅介護実態調査 

第８期介護保険事業計画において、「地域包括ケアシステムの構築」という観点に

加え、「介護離職をなくしていくために必要なサービス」といった観点も盛り込み、

「高齢者等の適切な在宅生活の継続」と「家族等の介護者の就労継続」の実現に向

けた介護サービスの在り方の把握方法等を検討することを目的として実施しまし

た。 

 

在宅介護実態調査の実施概要 

調査種類 在宅介護実態調査 

対象者 令和元年９月１日現在、要介護１～５認定者 

実施期間 令和元年９月２日（月）～令和２年１月 31日（金） 

実施方法 認定調査員の聞き取り調査 

回答件数 469件 
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③ 居所変更実態調査 

住み慣れた住まい等で暮らし続けるために必要な機能等を検討するために、施

設・居住系サービスにおける、過去１年間の新規入居・退去の流れや、退去の理由

等の把握を目的として、香美市、南国市、香南市の３市合同で実施しました。 

 

居所変更実態調査の実施概要 

調査種類 居所変更実態調査 

対象者 ３市内の施設・居住系サービス事業所 

実施期間 令和２年７月 15日（水）～令和２年７月 28日（火） 

実施方法 郵送配布、郵送回収 

回答件数 52事業所 

 

④ 介護保険サービス提供事業者調査 

各事業者の現状、新規事業への参入意向、課題、市に対する要望等について把握

し、第８期計画における施策検討を目的に実施しました。 

 

介護保険サービス提供事業者調査の実施概要 

調査種類 介護保険サービス提供事業者調査 

対象者 香美市内の介護保険サービス提供事業者 

実施期間 令和２年７月２２日（水）～令和２年８月７日（金） 

実施方法 郵送配布、郵送回収 

回答件数 33事業所 
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（２）調査結果（抜粋） 

① 家族構成（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

家族構成をみると、全体では「１人暮らし」21.2％、「夫婦２人暮らし（配偶

者 65歳以上）」36.6％、「夫婦２人暮らし（配偶者 64歳以下）」2.2％、「息

子・娘との２世帯」14.6％、「その他」15.1％となっており、平成 28年度の結

果とほぼ同様となっています。 

地区別にみると、「１人暮らし」の方は、土佐山田が最も少なく 20.0％となっ

ており、最も多い物部より 10.6ポイント低くなっています。 
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21.4 

11.6 

16.8 

15.1 

17.8 

16.2 

17.4 

14.2 

18.7 

9.5 

16.9 

10.2 

4.7 

10.7 

4.5 

10.5 

4.9 

6.8 

4.2 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和元年度(n=4,768)

平成28年度(n=6,339)

令和元年度(n=3,242)

平成28年度(n=4,338)

令和元年度(n=1,009)

平成28年度(n=1,285)

令和元年度(n=517)

平成28年度(n=716)

１人暮らし 夫婦２ 人暮らし( 配偶者65歳以上) 

夫婦２ 人暮らし( 配偶者64歳以下) 息子・娘との２世帯

その他 無回答

土
佐
山
田

香
北

物
部

全
体
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② 健康づくり活動や趣味等のグループ活動への参加意向 

  （介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、

いきいきした地域づくりを進めるとしたら、参加者または企画・運営として参加

してみたいと思うかたずねると、「是非参加したい」もしくは「参加してもよい」

と答えた“参加意向がある方”は参加者としては 46.3％、企画・運営としては

22.9％と、参加者としての参加意向のほうが高くなっていますが、いずれも平成

28年度と比べると参加意向が低くなっています。 

平成 28年度調査結果と比べると、全ての地区で参加者、企画・運営での参加

意向が低くなっています。 

 

 

 

6.4 

8.1 

1.5 

2.3 

39.9 

43.1 

21.4 

26.5 

40.1 

38.1 

63.7 

62.7 

4.9 

3.3 

8.7 

10.8 

10.2 

8.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和元年度

(n=4,768)

平成28年度

(n=6,339)

令和元年度

(n=4,768)

平成28年度

(n=6,339)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 既に参加している 無回答

参
加
者

と
し
て

企
画
・
運
営

と
し
て

47.6

23.1

57.7

34.4

0.0%

50.0%

100.0%

参加者 企画・運営側

【土佐山田（参加意向あり）】

令和元年度(n=3,242)

平成28年度(n=4,338)

44.7

24.3

59.1

32.0

0.0%

50.0%

100.0%

参加者 企画・運営側

【香北（参加意向あり）】

令和元年度(n=1,009)

平成28年度(n=1,285)

41.2

19.0

58.2

33.7

0.0%

50.0%

100.0%

参加者 企画・運営側

【物部（参加意向あり）】

令和元年度(n=517)

平成28年度(n=716)
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③ 会・グループ等への参加頻度（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

会・グループ等への参加頻度をみると、最も“参加頻度が高いもの（「参加して

いない」・「無回答」除く）”は⑦町内会・自治会（37.9％）、次いで、⑧収入のあ

る仕事（27.6％）③趣味関係のグループ（22.8％）の順となっています。「年に

数回」も除くと、⑧収入のある仕事（22.3％）、③趣味関係のグループ

（17.1％）、②スポーツ関係のグループやクラブ（13.0％）の順で多くなってい

ます。また、すべての地区で⑦の参加頻度が最も高くなっており、平成 28年度

と比べると④⑥を除き、参加頻度が増加しています（⑤は今回新規項目）。会・グ

ループ別にみると、①⑥⑦⑧は香北、②③④は土佐山田、⑤は物部の参加頻度が

最も高くなっています。また、平成 28年度と比べると香北の⑦は 10.5ポイン

ト増加しています。 

 

 
 

0.5

1.8

1.3

0.2

0.6

0.1

0.1

12.9

1.0

4.9

3.4

0.5

1.7

0.1

0.1

5.9

1.1

3.6

4.2

0.9

3.9

0.4

0.5

1.3

4.8

2.7

8.2

3.1

2.3

2.0

2.9

2.2

6.8

2.2

5.7

5.1

1.8

5.9

34.3

5.3

64.6

63.9

57.3

67.8

70.1

71.1

43.3

53.5

21.2

21.0

19.9

22.3

19.7

20.4

18.9

18.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

①ボランティアのグループ

②スポーツ関係のグループやクラブ

③趣味関係のグループ

④学習・教養サークル

⑤介護予防のための通いの場

⑥老人クラブ

⑦町内会・自治会

⑧収入のある仕事

週4 回以上 週2 ～3 回 週1 回 月1 ～3 回

年に数回 参加していない 無回答



36 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

13.4
16.8

23.8

10.7 10.0
5.9

37.7

27.3

10.5
15.5

21.0

8.2 6.8

29.4

21.7

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

【土佐山田（「参加していない」「無回答」以外）】

令和元年度(n=3,242) 平成28年度(n=4,338)

18.3
13.7

21.8

10.0 10.0

20.4

39.5

30.9

12.9 12.0
18.5

7.1

16.4

29.0
22.7

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

【香北（「参加していない」「無回答」以外）】

令和元年度(n=1,009) 平成28年度(n=1,285)

10.5 8.1

18.8

4.9

12.2

2.5

35.5

23.3

8.0 6.3

15.4

5.9 5.4

28.5

16.7

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

【物部（「参加していない」「無回答」以外）】

令和元年度(n=517) 平成28年度(n=716)
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④ 認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいる割合 

 （介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいる方の割合は、「は

い」と回答した方は 12.6％、「いいえ」と回答した方は 80.9％を占めています。 

 

 

⑤ 普段の生活で 1回 30分以上の軽く汗をかく程度の運動の実施について 

 （介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

普段の運動習慣をたずねたところ、全体では「運動を行っている」35.5％、

「運動したい気持ちはあるが、取り組めていない」40.2％、「運動したくない」

4.7％、「運動ができない（心身の不調で運動制限があるなど）」6.8％となってお

り、平成 28年度の結果とほぼ同様となっています。 

 

はい

12.6%

いいえ

80.9%

無回答

6.5%

(n=4,768)

35.5 

36.3 

37.7 

37.9 

33.0 

34.9 

27.1 

28.8 

40.2 

41.9 

40.1 

41.6 

42.0 

42.5 

37.1 

43.2 

4.7 

7.0 

4.0 

6.2 

5.8 

8.0 

6.8 

9.9 

6.8 

8.0 

6.5 

8.3 

7.2 

7.6 

8.1 

7.1 

12.8 

6.8 

11.8 

6.1 

11.9 

6.9 

20.9 

11.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和元年度(n=4,768)

平成28年度(n=6,339)

令和元年度(n=3,242)

平成28年度(n=4,338)

令和元年度(n=1,009)

平成28年度(n=1,285)

令和元年度(n=517)

平成28年度(n=716)

運動を行っている

運動したい気持ちはあるが、取り組めていない

運動したくない

運動ができない（心身の不調で運動制限があるなど）

無回答

土
佐
山
田

香
北

物
部

全
体
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⑥ 疾病の状況（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

現在治療中、または後遺症のある病気をみると、「高血圧」48.4％が最も多

く、次いで、「目の病気」17.1％、「筋骨格の病気」15.2％の順となっています。

平成 28年度と比べると、「ない」と回答した方が 2.9ポイント減少しています

が、「高血圧」「高脂血症（脂質異常）」「目の病気」で 2.0ポイント以上増加して

います。 

 
 

 

9.9 

48.4 

4.4 

11.6 

11.2 

13.4 

5.5 

6.1 

8.1 

15.2 

4.4 

4.0 

1.6 

1.2 

1.2 

0.4 

17.1 

7.0 

9.8 

6.8 

12.8

46.0

4.7

11.7

11.3

9.7

4.8

6.1

7.5

15.1

3.7

3.2

1.2

1.2

1.1

0.3

15.1

5.1

8.6

8.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

ない

高血圧

脳卒中（脳出血 脳梗塞等）

心臓病

糖尿病

高脂血症（脂質異常）

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎等）

胃腸・肝臓・胆のうの病気

腎臓・前立腺の病気

筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症等）

外傷（転倒・骨折等）

がん（悪性新生物）

血液・免疫の病気

うつ病

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

目の病気

耳の病気

その他

無回答

令和元年度(n=4,768) 平成28年度(n=6,339)
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⑦ 介護リスクの状況（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

 

 

 

 

「見える化」に全国・県平均等が掲載後にレーダーチャート掲載予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 香美市が高齢者にとって住みよいまちだと思うかについて 

 （介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

香美市が高齢者にとって住みよいまちかについてたずねたところ、全体では

「思う」23.4％、「思わない」19.6％、「わからない」45.1％となっています。 

地区別にみると、「思う」と回答した方は、香北（28.7％）、土佐山田

（23.3％）、物部（13.5％）の順となっています。 

 

 

 

23.4 

23.3 

28.7 

13.5 

19.6 

16.5 

21.7 

34.8 

45.1 

48.8 

38.9 

33.8 

11.9 

11.4 

10.7 

17.8 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体(n=4,768)

土佐山田(n=3,242)

香北(n=1,009)

物部(n=517)

思う 思わない わからない 無回答
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⑨ 在宅の要介護認定者の世帯構成（在宅介護実態調査） 

在宅の要介護認定者の世帯構成をたずねたところ、「単身世帯」35.8％、「夫婦

のみ世帯」26.2％となっています。  

 

 

 

⑩ 在宅の要介護認定者の施設等への入所・入居希望（在宅介護実態調査） 

在宅の要介護認定者の施設等への入所・入居希望をたずねたところ、「検討中」

15.4％、「申請済み」2.1％となっています。  

 

 

 

⑪ 在宅の要介護認定者の主な介護者の勤務形態（在宅介護実態調査） 

在宅の要介護認定者の主な介護者の勤務形態をたずねたところ、「フルタイム勤

務」26.1％、「パートタイム勤務」14.5％となっています。  

 

 

 

 

35.8% 26.2% 36.7% 1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=469)

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答

79.7% 15.4%

2.1%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=469)

検討していない 検討中 申請済み 無回答

26.1% 14.5% 45.8% 4.8% 8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=421)

フルタイム勤務 パートタイム勤務 働いていない わからない 無回答



41 

 

⑫ 在宅の要介護認定者の主な介護者の勤務形態（在宅介護実態調査） 

在宅の要介護認定者の主な介護者の勤務形態をたずねたところ、「フルタイム勤

務」26.1％、「パートタイム勤務」14.5％となっています。  

 

 

 

⑬ 在宅の要介護認定者の主な介護者の就労継続の可否（在宅介護実態調査） 

在宅の要介護認定者の主な介護者の勤務継続の可否をたずねたところ、「やや難

しい」3.2％、「かなり難しい」0.5％となっています。  

 

 

 

⑭ 糖尿病の治療について（在宅介護実態調査） 

在宅の要介護認定者の内、現在、糖尿病の治療をしている方は全体の 13.4％と

なっています。 

 

26.1% 14.5% 45.8%

4.8%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=421)

フルタイム勤務 パートタイム勤務 働いていない わからない 無回答

6.9% 26.9% 3.2%

0.5%

2.7% 59.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=405)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける
続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい
わからない 無回答

はい

13.4%

いいえ

81.0%

わからない

1.7%

無回答

3.8%

(n=469)
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⑮ 糖尿病の治療中の方で、インスリン注射を行っている方（在宅介護実態調査） 

在宅の要介護認定者の内、現在、糖尿病の治療中で、インスリン注射をしてい

る方は、12.7％となっています。 

 

 

⑯ 在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護（在宅介護実態調査） 

今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護は、「認知症状

への対応」が 33.3％で最も多く、次いで「夜間の排泄」が 25.2％、「屋内の移

乗・移動」が 21.4％、「日中の排泄」が 21.1％、「入浴・洗身」が 18.3％、「外

出の付き添い、送迎等」が 15.7％の順となっています。 

 

 
 

 

はい

12.7%

いいえ

82.5%

無回答

4.8%

(n=63)

21.1%

25.2%

5.0%

18.3%

1.2%

2.6%

21.4%

15.7%

8.3%

33.3%

3.1%

8.3%

7.6%

4.5%

6.2%

6.2%

11.6%

4.5%

0% 20% 40%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

合計(n=421)
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⑰ 施設・居住系サービス利用者の居所変更理由（居所変更実態調査） 

施設・居住系サービス利用者の居所を変更した理由については、「医療的ケア・

医療処置の必要性の高まり」が 33.6％で最も多く、次いで「必要な身体介護の発

生・増大」17.1％、「認知症の症状の悪化」11.0％となっています。 

 

 

⑱ 過去 1年間の退居・退所者に占める居所変更・死亡の割合（居所変更実態調査） 

サービス種類別に退去・退所者に占める居所変更・死亡の状況を見ると、看取

りの割合が高いのが、地域密着型介護老人福祉施設で 100％、次いで介護療養型

医療施設・介護医療院で 59.3％、介護老人福祉施設で 43.0％となっています。 

 

49件, 33.6%

25件, 17.1%

16件, 11.0%

11件, 7.5%

10件, 6.8%

9件, 6.2%

6件, 4.1%

1件, 0.7%

19件, 13.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

医療的ケア・医療処置の必要性の高まり

必要な身体介護の発生・増大

認知症の症状の悪化

状態等の改善

費用負担が重くなった

上記以外の状態像の悪化

必要な支援の発生・増大

必要な居宅サービスを望まなかったため

その他

サービス種別 居所変更 死亡 合計

住宅型有料老人ホーム 92人 24人 116人

(n=5) 79.3% 20.7% 100.0%

軽費老人ホーム 43人 12人 55人

(n=4) 78.2% 21.8% 100.0%

サービス付き高齢者向け住宅 19人 6人 25人

(n=3) 76.0% 24.0% 100.0%

認知症対応型共同生活介護 55人 25人 80人

(n=19) 68.8% 31.3% 100.0%

特定施設 43人 7人 50人

(n=3) 86.0% 14.0% 100.0%

地域密着型特定施設 0人 0人 0人

(n=0) 0.0% 0.0% 0.0%

介護老人保健施設 295人 40人 335人

(n=6) 88.1% 11.9% 100.0%

介護療養型医療施設・介護医療院 11人 16人 27人

(n=2) 40.7% 59.3% 100.0%

介護老人福祉施設 98人 74人 172人

(n=9) 57.0% 43.0% 100.0%

地域密着型介護老人福祉施設 0人 6人 6人

(n=1) 0.0% 100.0% 100.0%

合計 656人 210人 866人

(n=52) 75.8% 24.2% 100.0%
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⑲ 過去 1年間の各サービス別入居・退居の流れ（居所変更実態調査） 

サービス種類別に当該施設への入居前の居所及び退去後の居所について確認す

ると、自宅からの入居が多いサービスとしては、住宅型有料老人ホーム、サービス

付き高齢者住宅、認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、介護老人

福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設となっています。 

退居先としては、その他の医療機関が多くなっています。 

 

 

  

サービス種別 入所前の居所 退居後の居所

1.自宅（60.5％） 1.介護老人福祉施設（37.0％）

2.介護療養型医療施設・介護医療院（19.1％） 2.その他の医療機関（33.7％）

3.住宅型有料老人ホーム（6.4％）
3.自宅（7.6％）

3.住宅型有料人ホーム（7.6％）

1.老人保健施設（35.8％） 1.その他の医療機関（53.5％）

2.自宅（30.2％）

2.介護療養型医療施設・介護医療院（30.2％）
2.介護老人福祉施設（20.9％）

3.住宅型有料老人ホーム（3.8％） 3.認知症対応型共同生活介護（9.3％）

1.自宅（82.4％） 1.住宅型有料老人ホーム（26.3％）

2.介護老人保健施設（11.8％） 2.自宅（21.1％）

3.住宅型有料老人ホーム（5.9％）

3.介護老人福祉施設（10.5％）

3.介護老人保健施設（10.5％）

3.特定施設入居者生活介護（10.5％）

1.自宅（31.3％）

1.介護療養型医療施設・介護医療院（31.3％）
1.その他の医療機関（67.3％）

2.介護老人保健施設（26.3％） 2.介護老人福祉施設（21.8％）

3.認知症対応型共同生活介護（3.8％） 3.介護療養型医療施設・介護医療院（7.3％）

1.自宅（41.5％） 1.その他の医療機関（41.9％）

2.介護老人保健施設（28.3％） 2.介護老人福祉施設（23.3％）

3.介護療養型医療施設・介護医療院（26.4％） 3.自宅（14.0％）

1.介護療養型医療施設・介護医療院（62.7％） 1.その他の医療機関（33.9％）

2.自宅（28.6％） 2.自宅（22.4％）

3.住宅型有料老人ホーム（2.6％） 3.認知症対応型共同生活介護（13.6％）

1.介護療養型医療施設・介護医療院（87.9％） 1.その他の医療機関（63.6％）

2.自宅（6.1％） 2.介護老人保健施設（27.3％）

3.認知症対応型共同生活介護（3.0％）

3.介護老人保健施設（3.0％）
3.サービス付き高齢者向け住宅（9.1％）

1.自宅（33.9％） 1.その他の医療機関（84.7％）

2.介護療養型医療施設・介護医療院（21.8％） 2.介護療養型医療施設・介護医療院（9.2％）

3.介護老人保健施設（16.7％） 3.介護老人福祉施設（2.0％）

1.自宅（85.7％）

2.介護療養型医療施設・介護医療院（14.3％）

住宅型有料老人ホーム

（入居n=157､退居n=92）

軽費老人ホーム

（入居n=53､退居n=43）

介護老人福祉施設

（入居n=174､退居n=98）

地域密着型介護老人福祉施設

（入居n=7）
※過去１年間の居所変更者なし

サービス付き高齢者向け住宅

（入居n=17､退居n=19）

認知症対応型共同生活介護

（入居n=80､退居n=55）

特定施設入居者生活介護

（入居n=53､退居n=43）

介護老人保健施設

（入居n=311､退居n=295）

介護療養型医療施設

・介護医療院

（入居n=33､退居n=11）
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５．第７期計画の重点項目に関する評価 

（１）地域包括ケア会議の充実 

地域包括ケア会議を通じた地域共生社会を目指した取組を推進してきました。個

別地域包括ケア会議として、多職種連携により毎月第３木曜日に要介護と要支援の

ケース検討を実施しています。平成 30年度には 28事例、令和元年度には 24事

例の分析を行い、加齢や疾患による下肢筋力の低下が、ADL 低下や閉じこもり傾

向に繋がり、要介護認定に至るケースが多いことや、疾患症状や、下肢筋力の低下

から入浴が困難となり、デイサービスを希望するケースが多いことなどが分かって

きました。一方で、困難事例などの課題が複雑化・複合化してきており、具体的な

助言が難しい事例も増加傾向にあることから、関連職種の更なるスキルアップが必

要になってきています。 

また、市域地域包括ケア会議の場や圏域ケア会議の場で、市全域、土佐山田圏域、

香北・物部圏域の地域課題について、生活支援体制整備推進協議体や多職種連携を

推進することで、関係機関単独では把握・対応しづらい地域課題やニーズを共有し、

関係機関が連携した取組を推進しています。 

地域包括支援センターについては、専門職の安定的な確保が課題となってきてい

ます。引き続き、地域包括支援センター３職種（準ずる者を含む）一人当たり高齢

者数（６５歳以上高齢者数÷センター職員数）の維持・改善に取り組むなど、安定

した地域包括支援センターの運営に努める必要があります。 

 

【主な関連指標】 

関連項目 第 7期計画策定時 第 8期計画策定時 

個別地域包括ケア会議の開催回数 
12回（36件） 

（平成 29年度） 

11回（24件） 

（令和元年度） 

市域地域包括ケア会議の開催回数 
１回 

（平成 29年度） 

中止（※） 

（令和元年度） 

圏域地域ケア会議の開催回数 

※令和元年度より生活支援体制整備事業 

 として実施 

６回 

（平成 29年度） 
－ 

生活支援体制整備事業 － 
２回 

（令和元年度） 

地域包括支援センター３職種一人当たり

高齢者数（65歳以上人口÷3職種人数） 

2,078人 

（平成 29年度） 

2,054人 

（令和２年度） 

    中止（※）は、新型コロナ感染症の流行により中止。 
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（２）在宅医療・介護連携の推進 

高知県中央東福祉保健所の支援の下、「中央東圏域多職種連携手引き」が策定さ

れ、医療と介護を必要とする患者に関わる医療機関と在宅介護の関係者が互いに情

報共有を行っています。また、３市連携（香美市、南国市、香南市）により、土佐

長岡郡医師会（香美郡医師会と事業協定を締結）に事業委託を行い、３市の医療機

関、歯科診療所情報、居宅介護事業所の入退院ケース調査、介護施設の医療処置の

実態調査などの実態把握に努めるとともに、多職種連携手引きの活用に関する協議

や、医療・介護連携に関するコーディネーターの効果的な活用等について検討を進

めています。また、住民を対象とした講演会や研修会の実施に取り組んでいます。 

第７期計画期間の給付実績を見ると、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅

療養管理指導などの医療系サービスの利用者が増加傾向にあります。 

かかりつけ医、かかりつけ薬局の普及は、着実に進んでいると思われます。 

 

【主な関連指標】 

関連項目 第 7期計画策定時 第 8期計画策定時 

定期巡回随時対応型訪問介護看護の整備 
1事業所 

整備計画 

未整備 

（令和２年度） 

かかりつけ医を持っている人の割合 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

60.0％ 

（平成 23年度） 

84.7％ 

（令和元年度） 

かかりつけ薬局を持っている人の割合 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 
－ 

72.0％ 

（令和元年度） 

３市在宅医療・介護連携推進事業 

実施検討会「地域連携勉強会」 

６回（107名参加） 

（平成 29年度） 

４回（68名参加） 

（令和元年度） 

３市在宅医療・介護連携推進事業 

実施検討会「事例検討会」 

３回（40名参加） 

（平成 29年度） 

３回（20名参加） 

（令和元年度） 

３市在宅医療・介護連携推進事業 

実施検討会「講演会（市民講演会含む）」 

１回（21名参加） 

（平成 29年度） 

１回（37名参加） 

（令和元年度） 
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（３）認知症施策の推進 

要介護認定者に占める認知症高齢者の割合が年々増加傾向にあります。 

認知症総合支援事業として、認知症があっても住み慣れた地域で生活を継続する

ことができるよう、認知症の早期発見・早期対応を目指し、関係機関と連携を図り

ながら取り組んできました。 

市内の専門医院や、認知症に関する事業を多く実施している香美市社会福祉協議

会と連携を図りながら、「認知症初期集中支援チーム」による認知症が疑われる方や

認知症の方、及びその家族に対し、必要な医療・介護サービスの提供や家族支援な

ど、初期支援を包括的、集中的に行っています。 

また、「香美市認知症支援推進協議会」において、医療・介護関係機関との連携を

主軸とした、認知症の早期発見や早期対応のためのネットワークづくり、勉強会等

を開催するとともに、認知症予防教室や市民向けの勉強会を通して、市民への認知

症予防に関する知識の普及・啓発に取り組んできました。 

徘徊対策については、個人情報の取扱いに配慮する必要があります。ＧＰＳの活

用や、身に着けたラベルやシールに記されたＱＲコードをスマホなどで読み取るこ

とで身元を確認できる仕組み等について検討を行っていますが、個人情報の観点か

ら導入には至っていません。 

第 8期計画期間以降も、後期高齢者の増加に伴い要介護認定者の増加、認知症高

齢者の増加が予測されることから、これまで以上に認知症に関する知識の普及啓発、

早期発見・早期対応、地域の見守り体制の構築、相談支援体制の充実、医療機関等

の関係機関との連携が重要となってきます。また、「香美市認知症支援ガイドブック

（認知症ケアパス）」の認知度を更に高めていく必要があります。 

介護サービスの利用実績を見ると、認知症対応型共同生活介護が利用定員を上回

る実績で推移していることから、待機者の状況等を踏まえ、認知症対応型通所介護

や認知症対応型共同生活介護といった、認知症に対応したサービス基盤の整備につ

いて、検討する必要があると思われます。 

 

【主な関連指標】 

関連項目 第 7期計画策定時 第 8期計画策定時 

要介護認定者数に占める認知症高齢者

（認知症自立度Ⅱ以上）の割合 

68.6％ 

（平成 29年） 

72.7％ 

（令和元年） 

認知症対応型共同生活介護 

整備数と利用者数 

74人/72定員 

（平成 29年度） 

75人/72定員 

（令和元年度） 

認知症リスク 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

47.6％ 

（平成 28年度） 

48.7％ 

（令和元年度） 

認知症に関する相談窓口の認知度 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 
－ 

26.9％ 

（令和元年度） 

認知症について関心がある者の割合 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

80.7％ 

（平成 28年度） 

80.3％ 

（令和元年度） 
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関連項目 第 7期計画策定時 第 8期計画策定時 

「香美市認知症支援ガイドブック」 

の認知度 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

－ 
16.1％ 

（令和元年度） 

認知症カフェ 
市内１か所 

（平成 29年度） 

市内２か所 

（令和元年度） 

認知症サポーター養成講座 

認知症出前カフェ 

２回（99名） 

（平成 29年度） 

７回（67名） 

（令和元年度） 

認知症支援推進協議会 
３回（12名） 

（平成 29年度） 

２回（20名） 

（令和元年度） 

認知症支援啓発上映会 
１回（86名） 

（平成 29年度） 

２回（242名） 

（令和元年度） 

 

（４）介護予防の推進 

介護予防把握事業として実施した介護予防・日常生活圏域ニーズ調査について、

実施方法は従来と同じで回収率が大きく低下しました。これは高齢者層の価値観の

変化が影響している可能性が高く、今後の実態把握や介護予防事業実施については、

的確に高齢者ニーズを把握して実施していく必要があると考えます。また、調査結

果に見る介護リスクの状況をみると、認知症リスクを除くすべての項目で改善傾向

にあります。 

本市の一般介護予防事業は、香美市社会福祉協議会に委託して実施しており、「1．

介護予防講座」「2．運動習慣づくり」「3．生きがいづくり」「4．自主グループ支

援」の４つの柱に基づいた事業展開を行っており、地域の実情や事業の在り方につ

いては、委託事業連絡会等にて協議を行っています。 

あったかふれあいセンター事業と重複（連携実施）する部分もあり、高齢者に限

らず、障害者の方も一緒に活動する事業もあります。集いの多くが自主活動グルー

プとして継続実施されていますが、一部地域では、担い手の高齢化や移動手段等の

問題により継続が困難になってきています。また、新型コロナ感染症による活動自

粛時等の介護予防事業の取組についてが、課題となっています。 

介護予防・生活支援サービス事業については、「訪問型サービス」「通所型サービ

ス」ともに、全ての介護事業所でサービス提供が行われています。 

緩和型・住民主体サービス等については、第７期計画より「訪問型サービス A」

を２事業所が開始するなど、サービス基盤整備が進んでいます。 
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【主な関連指標】 

関連項目 第 7期計画策定時 第 8期計画策定時 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

回収率 

73.0％ 

（平成 28年度） 

54.8％ 

（令和元年度） 

運動器の機能低下リスク 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

20.8％ 

（平成 28年度） 

18.7％ 

（令和元年度） 

閉じこもりリスク 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

25.2％ 

（平成 28年度） 

21.2％ 

（令和元年度） 

転倒リスク 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

36.2％ 

（平成 28年度） 

35.7％ 

（令和元年度） 

低栄養リスク 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

7.0％ 

（平成 28年度） 

6.9％ 

（令和元年度） 

口腔機能低下リスク 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

24.7％ 

（平成 28年度） 

24.6％ 

（令和元年度） 

【再掲】認知症リスク 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

47.6％ 

（平成 28年度） 

48.7％ 

（令和元年度） 

うつリスク 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

39.8％ 

（平成 28年度） 

41.7％ 

（令和元年度） 

IADL 3点以下 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

6.1％ 

（平成 28年度） 

4.8％ 

（令和元年度） 

介護予防・生活支援サービス事業 

「訪問型サービス」 

４事業所 

（平成 29年度） 

４事業所 

（令和２年度） 

介護予防・生活支援サービス事業 

「訪問型サービス A」 

０事業所 

（平成 29年度） 

２事業所 

（令和２年度） 

介護予防・生活支援サービス事業 

「通所型サービス」 

14事業所 

（平成 29年度） 

15事業所 

（令和２年度） 

介護予防・生活支援サービス事業 

「通所型サービス A」 

１事業所 

（平成 29年度） 

１事業所 

（令和２年度） 
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（５）2025年を見据えた介護保険サービスの基盤整備 

第 7期計画期間の介護保険サービス事業量の見込みと実績値を比較すると、訪問

看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導などの医療系サービスが増加傾

向にあり、計画値を上回る実績となっています。 

本市では医療的サービスが必要な高齢者が、安心して在宅での生活を継続できる

よう、定期巡回随時対応型訪問介護看護の整備を目指し、事業者の公募を行ってき

ましたが、第７期計画期間中の整備には至りませんでした。 

令和２年に実施した「介護保険サービス提供事業者調査」では、市が指定権者と

なるサービスの新規展開について、認知症対応型共同生活介護に関心を示している

事業所がありました。令和 7年（2025年）、令和 22年（2040年）を見据えた

サービス基盤整備について、保険料との兼ね合いや人材確保等の課題把握に努め、

真に必要なサービス基盤整備を目指す必要があります。 

また、地域密着型介護老人福祉施設が１施設整備されていますが、人材不足の問

題からフル稼働に至っていない期間が長くなっており、人材不足の問題は年々深刻

化してきています。令和２年度に実施した「介護保険サービス提供事業者調査」で

も、「職員確保」が困難と感じている事業所が 69.7％に達しています。 

人材不足の問題が、介護従事者への負担増大、処遇の問題、サービスの質の低下

等に繋がり、更なる介護離職を招いてしまう可能性もあることから、国や高知県と

連携した介護人材問題に関する取組や、介護サービス事業所に対するヒアリングを

実施するなど、介護人材の問題について、情報収集と現状把握に努めます。 

 

【主な関連指標】 

関連項目 第 7期計画策定時 第 8期計画策定時 

【再掲】 

定期巡回随時対応型訪問介護看護の整備 

1事業所 

整備計画 

未整備 

（令和２年度） 

介護老人福祉施設の増床 
100床 

（平成 29年度） 

126床 

（令和元年度） 

地域密着型介護老人福祉施設 

稼働状況 

19/29床 

（平成 29年度） 

19/29床 

（令和元年度） 

「職員確保」が困難と感じている 

事業所割合（介護保険サービス提供事業

者調査より） 

－ 
69.7％ 

（令和２年度）   
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第３章 基本的な考え方 

 

１．計画の基本理念 

 

 

 

 

 

第７期計画では、団塊の世代が 75歳以上となる令和７年（2025年）を目指し、

『～ともに支え合い、いきいきとした 暮らしを育むまちづくり～』を基本理念とし

て、高齢者が安心して、尊厳を保ちながら日常生活を過ごし、健康づくりや生きがい

活動など多様な社会参加を行いながら、自分らしく生きることができる社会の実現を

推進してきました。 

第 8 期計画においては、第７期計画で進めてきた取組を更に充実させていくとと

もに、団塊ジュニア世代が 65歳以上となる令和 22年（2040年）も見据え、本市

における地域包括ケアシステムを一層推進し、高齢者をはじめ、あらゆる世代の市民

や関係機関等がともに支え合う、香美市版『地域共生社会』を目指していく必要があ

ります。このようなことから、第 8 期計画では、第 7 期計画の基本理念である『～

ともに支え合い、いきいきとした 暮らしを育むまちづくり～』を踏襲し、計画を推

進していきます。 

また、国際社会共通の目標であるＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の実現に向けて、

国は「ＳＤＧｓ実施指針改定版（令和元年 12 月 20 日）」を定め、市町村の様々な

計画にＳＤＧｓの要素を反映することを期待しています。 

第 8期計画では、ＳＤＧｓの基本理念である「誰一人取り残さない」という視点を

取り入れ、一人暮らし高齢者や認知症高齢者、在宅での家族介護者など、支援を必要

とする高齢者やその家族に対して、多様な主体が連携を図りながら持続可能な高齢者

福祉施策と介護保険施策の推進を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ともに支え合い、いきいきとした 暮らしを育むまちづくり～ 

※ＳＤＧｓ：「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」 

の略称で、2015年 9月に国連で開かれたサミットの中で、 

世界のリーダーによって決められた、国際社会共通の目標。 

国連加盟 193か国が 2016年から 2030年の 15年間で達成 

するために、17の目標と具体的な 169のターゲットが掲げ 

られています。 
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２．７つの施策の柱 

（１）地域包括ケアの進化・推進 

誰もが安心して地域で暮らせる「地域共生社会」の実現に向けて、さまざまな生

活上の困難を抱える状態にある高齢者等に対し、地域での支え合いと公的支援とが

連動し、総合的・包括的に支える支援体制を充実していく必要があります。 

本市では、香美市地域包括ケア会議や生活支援体制整備事業、在宅医療介護連携

事業による多職種連携、香美市認知症支援推進協議会、認知症初期集中支援チーム

といった協議の場で、様々な情報共有を行っており、今後もそれぞれの機能強化と

連携に努めながら、包括的に受け止める総合的な相談支援体制を充実するとともに、

通いの場を充実させ、地域での見守り体制の強化に取り組みます。 

また、地域包括支援センターでは、介護予防ケアマネジメントや包括的支援事業

等の実施を通じて、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援

助を行うことで、保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する活動を行って

います。 

地域包括支援センターの業務負担が過大化傾向にあり、地域包括ケアシステムの

進化・推進に向け、機能を適切に発揮していくためにも機能強化が必要となってい

ます。国が全国で統一して用いる評価指標を参考に、保健師や社会福祉士、主任介

護支援専門員等の専門職による、総合的・包括的な相談支援や地域の支え合い体制

の充実に向けた人員拡充に努め、介護予防ケアマネジメントや相談支援業務、権利

擁護をはじめとした、さまざまな業務が安定的に行える体制整備に努めます。 

 

（２）認知症高齢者等にやさしい地域づくり 

団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年（2025 年）、さらに団塊ジュニア世代

が 65 歳となる令和 22 年（2040 年）を見据え、認知症の人の意思が尊重され、

認知症の人やその家族が、安心して自分らしく住み慣れた地域で暮らし続けること

ができる香美市を目指し、認知症に関する普及啓発、早期発見・早期対応、地域の

見守り体制の構築、相談支援体制の充実、医療機関等の関係機関との連携、サービ

ス基盤整備等に取り組むとともに、香美市版認知症ケアパス「香美市認知症支援ガ

イドブック」の周知に取り組みます。 

なお、認知症施策の推進にあたっては、令和元年（2019年）６月に厚生労働省

より発表された「認知症施策推進大綱」に沿って、認知症の発症を遅らせ、認知症

になっても希望を持って日常生活を過ごせる地域を目指し、認知症の人や家族の視

点を重視しながら、｢共生｣ と ｢予防｣ を車の両輪として施策を推進します。 
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（３）権利擁護の取組の充実 

高齢者虐待や消費者被害など、権利侵害を受けている、または受ける可能性があ

る高齢者が、地域で安心して尊厳のある生活を送ることができるよう、福祉事務所、

香美市社会福祉協議会と連携を図りながら、権利擁護の取組を充実します。 

また、成年後見制度利用促進法では、ノーマライゼーション、自己決定権の尊重、

身上の保護の重視に向けた制度理念の尊重を図ることとされています。 

認知症高齢者や障害者などの地域需要に対応した成年後見制度の利用促進に向

け、令和３年度中に権利擁護センター・中核機関の設置に向けた専門部会を開催し、

権利擁護センター・中核機関の役割についての理解、香美市の現状の把握、課題整

理、地域資源のアセスメント、権利擁護センター・中核機関の運営体制（設置場所、

人員体制、予算など）の検討を開始し、令和６年度中の設置を目指します。 

 

（４）安全で快適な暮らしやすいまちづくり 

新型コロナウイルス感染症の流行や、高齢者が被害を被る可能性が高い災害等に

ついて、高齢者を守るための対策が急務となっています。 

近い将来発生する可能性が高い南海トラフ巨大地震等の大規模災害における被

害を軽減させるためには、行政による対策だけでは不十分であり、平常時から市民、

地域、事業所等が主体的に備えておくことが重要です。 

災害や感染症流行時への備えとして、必要物資の備蓄や調達方法等について、香

美市地域防災計画や香美市新型インフルエンザ等対策行動計画と連携を図りなが

ら、新型コロナウイルス感染症への対応として、厚生労働省が示した 「新しい生活

様式」に対応した施策を展開します。 

また、高齢者や障害のある人などを含むすべての人々が、安心して暮らすことが

でき、自由に移動し、地域社会の一員としてさまざまな活動に参加・参画できる環

境整備を目指し、第２次香美市振興計画と連携を図りながら、公共施設等のバリア

フリー化を推進するとともに、人権への配慮、消費者被害の防止、交通安全対策、

高齢者の移動手段の確保、災害時の円滑かつ迅速な避難計画の策定など、ソフト面

での体制強化を推進します。 

 

（５）介護保険サービスの充実 

令和７年（2025年）、令和 22年（2040年）の介護需要、住宅型有料老人ホ

ーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況等を勘案しながら、真に支援が必

要な高齢者やその家族が、サービスを選択し、安全に安心して利用できるよう、サ

ービス基盤の整備と質の向上、介護給付適正化事業の推進に努め、可能な限り住み

慣れた地域での生活が継続できるよう、中長期的な視点にたったサービス基盤整備

を計画していきます。また、既に顕在化してきている介護人材の確保に関する課題

については、国や県と連携を図りながら、介護現場で働く人材の裾野の拡大や、介
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護従事者の定着促進を図るための取組や、介護ロボットやＩＣＴの活用による業務

の効率化を目指すとともに、介護保険サービスに頼らない地域での助け合いを進め

るため、地域の通いの場における自主的な介護予防活動を通して、地域で活動でき

る担い手の確保を目指します。 

 

（６）高齢者の活躍できる場の充実 

高齢者がいつまでも生きがいを持って、いきいきとした生活を送ることができる

よう、役割を持って地域社会の一員として繋がりをもちながら、活躍できる社会参

画の機会づくりに取り組みます。 

高齢者が有する経験や知識を活かした活動や、地域活動の担い手として健康増進

や介護予防活動の機会の創設、シルバー人材センターなどの高齢者就労への支援、

仲間づくり、生きがいづくりにつながる活動を推進します。 

 

（７）介護予防・健康づくり施策の推進 

国は、団塊ジュニア世代が 65歳以上となる令和 22年（2040年）までに健康

寿命を延伸することを目的とした取組の一つとして、介護予防と生活習慣病等の疾

病予防・重症化予防を一体的に実施することを重点分野としています。 

本市では、これまで第２期保健事業実施計画（データヘルス計画）や、第３期香

美市健康増進計画・第２期香美市食育推進計画に基づく健康づくり事業と、地域支

援事業に基づく介護予防事業が切り離されて実施してきましたが、第 8期計画期間

より一体的な実施に向けた取組の検討を開始します。 

また、認知症カフェやあったかふれあいセンター事業などの通いの場を充実させ

ていくことで、自主的な介護予防・健康づくりの推進、地域内での見守り体制の構

築等を目指すとともに、保険者機能強化推進交付金等を活用した事業の充実に取り

組みます。 
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３．施策の体系図 
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基本理念 施 策 の 柱 施策の方向性 

１ 地域包括ケアの進化・推進 

３ 権利擁護の取組の充実 

４ 安全で快適な暮らしやすいまちづくり 

５ 介護保険サービスの充実 ①サービス基盤整備 

②介護保険サービスの質の向上 

③介護給付適正化事業の推進 

④介護人材の確保・育成 

①災害や感染症対策に係る体制整備 

②福祉事業の推進 

①成年後見制度の普及促進 

②高齢者の虐待防止及び早期発見・早期対応 

①認知症への理解を深めるための普及・啓発 

②適切な医療・介護等の提供 

③若年性認知症施策の強化 

④認知症の人や介護者への支援 

⑤地域・官民が連携した共生社会の実現 

⑥介護保険サービスの整備 

①地域包括支援センターの機能強化 

②地域包括ケア会議の推進 

③在宅医療・介護連携の推進 

④高齢者の住まいの安定確保 

⑤生活支援サービスの体制整備 

６ 高齢者の活躍できる場の充実 

７ 介護予防・健康づくり施策の推進 ①健康づくりの推進・意識の向上 

②介護予防の推進 

③通いの場の充実 

④保健事業と介護予防の一体的な実施 

⑤保険者機能強化推進交付金等を活用した施策 

 の推進 

①生きがいづくりと社会参画の推進 

②高齢者の就労支援 

２ 認知症高齢者等にやさしい地域づくり 
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４．第８期計画の目標指標 

 

令和７年（2025年）に向け、基本理念『～ともに支え合い、いきいきとした 暮

らしを育むまちづくり～』の実現を目指したアウトカム（成果）指標を設定します。 

 

【基本理念の実現を目指したアウトカム（成果）指標】 

関連項目 
令和元年度 

（2019年） 

令和 7年 

（2025年） 

香美市が高齢者にとって、 

住みやすいまちだと思う高齢者の割合 
23.4％ 上昇 

主観的幸福感の高い（7点以上）高齢者の割合 49.4％ 上昇 

主観的健康感の高い（よい以上）高齢者の割合 71.9％ 上昇 

調整済み認定率 
15.1％ 

（2018年度） 

全国・県平均 

以下を維持 
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第４章 施策の推進 

 

１．地域包括ケアの進化・推進 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

施策名 内容 

介護予防 

ケアマネジメント事業 

要介護状態等になることを予防するために、高齢者の心身状況

等に応じて、対象者自らの選択に基づき、介護予防事業その他

の適切な事業が包括的かつ効率的に実施されるよう必要な支

援を行います。また、要支援 1・2に該当する認定者のケアマ

ネジメント業務を実施します。事業継続のため、ケアマネジメ

ントの計画作成者の人材確保に努めます。 

総合相談支援事業 

総合相談支援業務は、地域包括ケアシステムの深化・推進の要

となり、各業務と連携した活動を行います。 

相談からの対応のみならず、定期的な見守りや地域訪問等の

実態把握に努めます。独居や高齢者世帯の介護相談とともに、

障害関連、支援者の不在、経済的な問題等、多くの課題を抱え

た多方面からの支援を要する相談が増加傾向にあることか

ら、関係機関との連携も含め、引き続き気軽に相談できる窓口

機能、相談支援体制の充実に向け、人材確保に努めます。 

包括的・継続的 

ケアマネジメント支援事業 

生活上の課題を抱えている高齢者が住み慣れた地域での暮ら

しを継続していくためには、包括的な支援と継続的な支援が

重要となります。支援を必要とする高齢者が、必要な支援を継

続的に利用できるよう、地域での生活を支えるケアマネジメ

ントの実現を目指します。 

令和２年度に実施した「介護保険サービス提供事業者調査」や

ヒアリング結果でも、居宅介護支援事業所同士の情報共有の

場を望む声や、困難事例等への支援を求める声があったこと

から、地域包括支援センター連絡会の充実や、情報共有の場の

確保、困難事例への同行支援、研修会の案内など、介護支援専

門員の支援を行っていきます。 
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施策名 内容 

【重点施策】 

地域包括支援センターの 

運営・機能強化 

高齢者を取り巻く課題が複雑化・複合化してきており、地域包

括支援センター業務が多忙化しています。 

本市の高齢者人口は今後減少期に入りますが、後期高齢者人

口はもう少し増加する見込みです。市域が広く、かつ中山間地

域も多く、それぞれの地域で生活を営んでいる高齢者が多い

ことから、訪問活動においては移動にも多くの時間がかかっ

ています。 

現状、非常勤職員への依存度が高く、毎年職員確保に苦慮して

いる状況で、特に社会福祉士、主任介護支援専門員が不足して

います。 

令和７年（2025年）、令和 22年（2040年）を見据えた人

材の確保について、国からの令和２年５月 29 日付（老振発

0704第１号）「地域包括支援センターの事業評価を通じた機

能強化について（通知）」にある評価指標の達成を目指します。 

 

【3職種の配置目標】 

 

 

 

 

 

 

圏域 職種 2020年度（現状） 2025年度（目標） 

土
佐
山
田
圏
域 

保健師 1名 2名 

社会福祉士 1名 3名 

（いずれも 1名以上） 主任介護支援専門員 1名 

行政職（事務職員） 0名 1名 

会計年度任用職員 9名 8名 

香
北
・
物
部
圏
域 

保健師 

2名 

（兼務） 

1名 

社会福祉士 いずれか 

1名以上 主任介護支援専門員 

会計年度任用職員 4名 4名 

３職種（準ずる含む）計（A） 5名 7名 

65歳以上人口（B） 10,271人 9,818人 

3職種一人当たり高齢者数 65歳以上人口 

（ B ／ A )  ※四捨五入 
2,054人 1,403人 
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（２）地域包括ケア会議の推進 

施策名 内容 

地域包括ケア会議の開催 

（包括的支援事業） 

地域包括ケア会議を定期的に開催し、ケース検討を積み重ねて

いくことで、地域課題の把握と、多職種連携による取組を一層

推進していきます。 

引き続き、香美市社会福祉協議会と地域包括支援センターが生

活支援コーディネーターの役割を担い、地域包括ケア会議の場

で情報交換や連携を推進することで、地域活動支援を充実し、

各圏域の地域特性や課題に応じた事業を展開することで、住み

慣れた地域での生活の継続を支援していきます。 

2021年度 2022年度 2023年度 

市域ケア会議 

年１回 

個別ケア会議 

年 12回 

市域ケア会議 

年１回 

個別ケア会議 

年 12回 

市域ケア会議 

年１回 

個別ケア会議 

年 12回 

 

（３）在宅医療・介護連携の推進 

施策名 内容 

中央東圏域多職種連携 

手引きの普及 

医療と介護を必要とする高齢者等に関わる医療機関と在宅介

護サービスの関係者等が、互いに情報共有を行うことで、サー

ビス・支援等が切れ目なく円滑に提供され、安心して自宅や居

宅で生活を送ることができるよう取り組みます。 

医療機関情報の公表 

中央東福祉保健所の協力のもと、３市（香美市、南国市、香南

市）及び嶺北地域の医療・介護資源の実態調査を行いました。 

調査結果（基本情報やケアマネタイムのほか、対応できる在宅

医療等の情報）について、市ホームページ等での情報発信に努

めるとともに、引き続き県、近隣市町と連携を図りながら医療

機関情報等の収集と発信に努めていきます。 

かかりつけ医・ 

かかりつけ薬局等 

の普及 

令和元年度に実施した、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結

果で、かかりつけ医がいる高齢者の割合が 84.7％、かかりつ

け薬局を持っている高齢者の割合が 72.0％となっており、か

かりつけ医については、平成 23 年度の調査結果（60.0％）

から大幅に増加しています。今後も引き続き医師会、薬剤師会

等と連携を図りながら、かかりつけ医、かかりつけ薬局の普及

に取り組みます。 
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施策名 内容 

在宅医療の充実 

県や医師会等と連携を図りながら、医師による訪問診療、看護

師による訪問看護、理学療法士による訪問リハビリテーション

等の在宅医療の充実と、情報発信に努めます。 

 

（４）高齢者の住まいの安定確保 

施策名 内容 

住宅型有料老人ホームの

設置 

令和２年 10月時点で、土佐山田圏域に１箇所（60床）整備

されています。今後、県と情報連携を図りながら介護保険施設

サービス等の施設・居住系サービスの基盤整備の際には、住宅

型有料老人ホームの設置状況を勘案することとします。 

サービス付き高齢者向け

住宅の設置 

令和２年 10月時点で、土佐山田圏域に５箇所（98床）整備

されています。今後、県と情報連携を図りながら介護保険施設

サービス等の施設・居住系サービスの基盤整備の際には、サー

ビス付き高齢者向け住宅の設置状況を勘案することとします。 

生活福祉センターこづみ 

居住支援事業 

居宅において生活することに不安のある高齢者に対し、引き続

き、安心して明るい生活を送れるように支援していきます。（入

居定員 12名） 

市営住宅等、既存の社会

資源の有効活用 

管財課等の関係各課と連携を図りながら、高齢者の住まいの確

保に努めていきます。 

 

（５）生活支援サービスの体制整備 

施策名 内容 

介護予防・生活支援 

サービス事業 

「生活支援事業」 

地域包括ケア会議や生活支援コーディネーターとの連携、社会

福祉協議会に委託している介護予防事業を通じて、見守りや生

活支援のためのボランティア活動の支援を行っています。今後

も必要な生活支援サービスの検討を行います。 
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施策名 内容 

生活支援体制整備推進協

議体の設置 

社会福祉協議会と地域包括支援センターが生活支援コーディ

ネーターの役割を担っており、事業目的、目標、評価等を含

めた情報交換と地域課題の共有を随時行いながら、生活支援

コーディネーター協議会を定期開催（年３回）しています。 

今後の引き続き、生活支援体制整備推進協議体で地域の情報

共有、地域課題の検討を行い、各圏域の地域特性や課題に応

じた事業実施に努めます。 

また、住民ニーズと資源の現状を共有し、必要な生活支援の

検討や地域にある資源の見える化を行うとともに、発見した

課題については、市域地域包括ケア会議で取り上げ、関係機

関や有識者等と共に協議していきます。 

 

２．認知症高齢者等にやさしい地域づくり 

（１）認知症への理解を深めるための普及・啓発 

施策名 内容 

香美市認知症支援 

ガイドブック 

（認知症ケアパス） 

の普及啓発 

認知症が疑われる症状が発生したときや認知症の人を支える

場合に、いつ、どこで、どのような支援を受ければいいかが理

解できるよう、「香美市認知症支援ガイドブック」を平成 30年

9月に作成し、地域や関係機関等へ配布を行っています。 

令和元年に実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」で

は、ガイドブックの認知度が 16.1％と、まだまだ普及が十分

ではありません。引き続きガイドブックの普及に努め、認知症

になっても、安心して暮らすことができる香美市を目指しま

す。 

2021年度 2022年度 2023年度 

－ － 
ガイドブック 

認知度 30.0％ 

出前ろばカフェ 

（「ろば」は認知症サポー

ターのシンボルマーク） 

認知症があっても住み慣れた地域で安心してその人らしい生

活が継続できることを目的とした香美市よりそい支援事業を

香美市社会福祉協議会に委託し、普及啓発活動をはじめとする

様々な事業を実施しています。 

「出前ろばカフェ」は、認知症への理解を深めるため、地域

の集いや公民館などへ出向いて、和やかなカフェの雰囲気で認

知症について学んだり、楽しく脳トレを行ったりする出前（出

張）教室です。身近な場所で気軽に集える場、相談できる場と

して、継続して開催し、地域への啓発に努めます。 
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施策名 内容 

認知症予防教室 

よりそい支援事業では、介護予防事業と協力しながら市民への

認知症に関する講演会や、脳活クラブを実施しています。認知

症に対する正しい理解を深め、また自主的なゲームや脳トレ等

を推進することで自ら認知症予防に取り組むことができるよ

う啓発に努めており、今後も継続して実施します。 

 

（２）適切な医療・介護等の提供 

施策名 内容 

認知症初期集中支援 

チーム 

地域包括支援センターと委託先の同仁病院とで認知症初期集

中支援チームを設置し、認知症支援事業の委託先である香美市

社会福祉協議会や地域の関係機関と連携し、認知症が疑われる

人や認知症の人、及びその家族に対し、必要な医療・介護の導

入や家族への支援等、初期支援を包括的、集中的に行うことで、

自立生活をサポートしています。引き続き、医療機関等との連

携を図りながら、認知症の早期発見、早期支援に取り組むこと

で、自立生活のサポートを行っていきます。 

香美市認知症支援推進 

協議会 

認知症の早期発見、早期対応のための医療、介護、関係機関と

の連携に取り組んでおり、認知症支援についての検討、情報交

換等を定期的に行い、相談窓口の周知等の啓発ポスターの作成

等を行っています。 

引き続き、認知症の理解と早期発見、早期対応の啓発のための

ネットワークづくりに努め、医療、介護、関係機関との連携を

図っていきます。 

 

（３）若年性認知症施策の強化 

施策名 内容 

若年性認知症対策の充実 

若年性認知症とは 65歳未満で発症する認知症であり、仕事、

家事、子育てのキーパーソンとなる世代に起こることが多いこ

とから、本人や家族の生活全体に及ぼす影響が大きく、事例に

応じて多様な支援が必要となります。 

若年性認知症に対する正しい理解の普及啓発や、相談窓口の

周知、治療や就労支援に関する制度の情報提供等について、高

知県が配置する若年性認知症支援コーディネーターと連携し

ながら取り組みます。 
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（４）認知症の人や介護者への支援 

施策名 内容 

認知症カフェ 

よりそい支援事業では、認知症の人やその家族が気軽に過ご

し、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、サービス利用へ

の繋ぎや、閉じこもり予防、お互いを理解し合える場所として、

「陽まわりの集いカフェ」「お茶会」を実施しています。今後

も当事者、家族、地域の支援者等が気軽に集い、学び、相談で

きる場となるよう継続して取り組みます。 

認知症相談窓口 

の周知活動 

公益社団法人 認知症の人と家族の会 高知県支部が提供す

る、認知症の方の介護や家族の精神的な悩みなど、認知症に関

するさまざまな相談に介護の経験者（認知症の人と家族の会世

話人）がお答えする、認知症の専門相談窓口（コールセンター）

及び高知県高齢者・障害者権利擁護センターが提供する、高齢

者とその家族が抱える福祉、保健、医療、法律などに関するさ

まざまな相談に応じる総合相談窓口について、市ホームページ

や香美市認知症支援ガイドブックを活用した周知に努めます。 

 

（５）地域・官民が連携した共生社会の実現 

施策名 内容 

認知症高齢者の見守り・ 

徘徊への対応 

認知症サポーターの養成や認知症カフェの充実、認知症予防教

室、よりそい支援事業などを一層充実させることにより、認知

症高齢者の地域での見守りの輪を強化していきます。 

第７期計画期間から検討している、徘徊対応へのＧＰＳ活用や

ＱＲコードの活用については、引き続き先進地等の情報収集に

努め、香美市に見合った仕組みの構築を検討します。 

認知症サポーター 

の養成 

地域全体での見守り体制の構築に向け、地域や学校等へ認知症

サポーター養成講座の開催を呼びかけています。 

幅広い年齢層や職業の方が認知症サポーターに加わることは、

力強い存在となります。今後も引き続き開催への働きかけを行

い、地域の支え合いの輪を一層充実することで、地域共生社会

を目指します。 

2021年度 2022年度 2023年度 

養成講座 1回 養成講座 1回 養成講座 1回 
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施策名 内容 

認知症サポーター 

活動促進事業 

香美市では、認知症サポーター養成講座を受講した方が、あっ

たかふれあいセンター事業の声ともだちとして独居高齢者へ

の見守り電話や、認知症グループホームの入居者等への話し相

手として訪問するボランティア活動を行っています。民生児童

委員も講座を受講し、地域の見守り活動に役立ててくれてお

り、今後もこのような活動を支援していきます。 

 

（６）介護保険サービスの整備 

施策名 内容 

認知症対応型共同生活 

介護の整備 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）は認知症の人を

対象にしたケア付き住宅となります。 

本市には、令和２年度時点で４施設（72 床）の整備がありま

すが、近年、認知症高齢者が増加傾向にあり、定員上限に近い

利用者数で推移していることから、令和４年度（2022年度）

中に１施設（２ユニット）の整備を目指します。 

2021年度 2022年度 2023年度 

４施設 

定員 72床 

５施設 

定員 90床 

※9月開設目標 

５施設 

定員 90床 

 

３．権利擁護の取組の充実 

（１）成年後見制度の普及促進 

施策名 内容 

【重点施策】 

成年後見制度利用促進 

基本計画の策定 

成年後見制度利用促進法第 14条第 1項では、「市町村の講ず

る措置」として、成年後見制度の利用の促進に関する施策につ

いての基本的な計画を定めるよう努めることとされています。 

本市では、令和５年度中の策定を目指し、本計画では関連性の

高い内容のみ包含するものとします。 

【重点施策】 

権利擁護センター・ 

中核機関の設置 

権利擁護センター・中核機関の設置に向けた専門部会を令和３

年度中に開催し、権利擁護センター・中核機関の役割について

の理解、現状の把握、課題整理、地域資源のアセスメント、権

利擁護センター・中核機関の運営体制（設置場所、人員体制、

予算など）等を検討し、令和６年度中の設置を目指します。 
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施策名 内容 

成年後見制度の普及啓発 

成年後見制度の普及啓発について、社会福祉協議会等の関係機

関と連携を図りながら、権利擁護支援の広報活動や職員研修、

市民向け制度啓発パンフレットの配布や講演会等について、関

係部署と連携を図りながら取り組みます。 

早い段階からの相談・ 

対応体制の整備 

法定後見の３類型（後見・補佐・補助）の選択肢を含め、成年

後見制度の利用について、早い段階から相談できる窓口の設置

を検討します。 

地域連携ネットワークの中核機関の整備までは、引き続き、地

域包括支援センター、社会福祉協議会、福祉事務所、医療・福

祉関連法人や金融機関等の関係機関と連携を図りながら、権利

擁護支援に関する相談対応を行っていきます。 

権利擁護支援の必要な高

齢者の発見・支援 

身体機能や認知機能が低下してくると、消費者被害や特殊詐

欺、虐待など、高齢者の権利が侵害されるリスクが高くなって

きます。市や社会福祉協議会、その他関係機関が連携を図りな

がら、地域での見守り、通いの場や介護予防事業、総合相談支

援事業等を通じて、権利擁護支援の必要な高齢者の早期発見と

早期支援に取り組みます。 

 

（２）高齢者の虐待防止及び早期発見・早期対応 

施策名 内容 

【重点施策】 

香美市権利擁護 

連携協議会 

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法 

律（平成 17年法律第 124号。以下「法」という。）第 16条 

の規定に基づき、養護者による高齢者への虐待の防止、養護者 

による虐待を受けた高齢者の保護及び自立の支援、養護者に対 

する支援を適切に実施すること並びに高齢者の成年後見制度の 

利用促進を円滑に行うため、令和２年８月に香美市権利擁護連 

携協議会を設置しました。 

今後、協議会を定期的に開催し、高齢者虐待の早期発見や未然 

防止対策等に係る具体的な施策の検討、高齢者虐待防止及び成 

年後見制度の利用促進・情報交換、民間団体及び公的機関等の 

相互連携体制の整備、その他必要な事項について検討・協議を 

行っていきます。 

2021年度 2022年度 2023年度 

１回開催 １回開催 １回開催 
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施策名 内容 

地域における高齢者虐待

防止の取組 

高齢者とその家族を「孤立させない」ことや、日々の日常生活 

における、あいさつや声かけなどの見守り活動が高齢者虐待の 

防止に繋がります。社会福祉協議会が実施している「あったか

ふれあいセンター」や「なかよしサロン」といった通いの場や、 

介護予防事業、生きがいづくり事業などの取組との連携を充実 

させていくことで、地域における高齢者虐待の早期発見と早期 

支援に取り組みます。 

老人福祉施設等への措置 
虐待等で保護が必要と判断した場合には、措置入所について検

討し、支援を行います。 

 

４．安全で快適な暮らしやすいまちづくり 

（１）災害や感染症対策に係る体制整備 

施策名 内容 

災害対策の推進 

本市は、風水害等による災害が発生しやすい自然条件下にあ

り、また、近年、降水量が非常に多い等、河川氾濫や土砂災害

の危険性が増しており、土砂災害を含む大規模な風水害等が懸

念されています。 

香美市地域防災計画や香美市地震火災対策計画等に沿って、 

風水害や土砂災害、火災、地震等に対して 高齢者の生活を支

える施策に取り組みます。 

要配慮者対策の整備 

災害発生時に自分自身で行動をとることが困難な要配慮者の

安全を確保するため、住民、自主防災組織等の協力を得ながら、

平常時から緊急連絡体制、避難誘導等の防災体制の整備に努め

ます。対策を進めるにあたっては、本人の意思、プライバシー

の保護、要配慮者の特性及び男女のニーズの違い等、多様な視

点への配慮に努めます。 

高齢者台帳の整備 

平成 23年度（2011年度）より、介護保険事業計画策定時の

アンケート調査実施に併せて、緊急連絡先の把握に努め地域包

括支援センターで管理を行ってきましたが、第８期計画策定時

に実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」では、回収

率が前回を大きく下回りました。 

これは高齢者層の価値観の変化が影響している可能性が高く、

今後の緊急連絡先の把握方法については、アンケート調査のみ

ならず、自主防災組織との連携や防災対策課、福祉事務所等の

関係部署と連携を図りながら取り組んでいきます。 
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施策名 内容 

【重点施策】 

感染症対策の充実 

公共施設はもとより、通いの場や介護予防事業の拠点、介護保

険事業所など、高齢者に関係するサービスや事業の実施にあた

っては、厚生労働省が示した新型コロナウイルス感染症への対

応「新しい生活様式」に対応した取組を推進します。 

また、新型コロナウイルス等の感染症に対する正しい知識の普

及啓発に努めます。 

【重点施策】 

介護保険サービス 

への支援 

介護保険サービスは、要介護者、家族等の生活を支える上で欠

かせないものであり、新型コロナウイルス蔓延下、緊急事態宣

言下等であっても、適切な感染防止対策を行った上でのサービ

ス継続が求められます。介護現場における感染症対応力の底上

げ、継続的なサービス提供に向けた支援策について、国、県と

連携しながら取り組みます。 

【重点施策】 

平常時における備え 

県や福祉保健所、医療機関や介護保険事業所等の関係機関と連

携を図りながら、日ごろから高齢者等へ手洗いや消毒等の日常

生活で行うことのできる感染症対策の啓発や情報発信を行い

ます。 

【重点施策】 

感染症発生時の対応 

新型コロナウイルス等の感染症の発生時には、県、福祉保健所

等の関係機関と連携を図り、高齢者等への正確な情報提供や相

談体制の整備に努めます。また、生活の維持に向けて、社会福

祉施設等の運営維持や、支援を必要とする高齢者等への対応な

ど、関係機関等と連携を図りながら、速やかな適切な対処に努

めます。 

 

（２）福祉事業の推進 

施策名 内容 

日常生活用具給付事業 

電磁調理器、自動消火器を給付することにより、高齢者の不安

の解消、安心・安全な在宅生活を支援しています。 

火災を心配する人は多く、また火災が起きると被害が大きくな

ることが想定されるため、被害防止の観点からも必要な事業で

あり、今後も高齢者の自宅での生活を支援する事を目的に継続

して実施していきます。 
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施策名 内容 

緊急通報装置の貸与 

緊急時における通信手段として、65歳以上の一人暮らし高齢

者または高齢者世帯に、緊急通報装置を貸与しています。 

近年、利用者の高齢化に伴い、入院や施設入所等で利用を停止

する高齢者が増加しているとともに、携帯電話の普及により新

規利用者は少なくなっていますが、24時間、非常通報による

駆け付けと健康相談が可能な為、本人や離れて暮らす家族も安

心して生活できることから、市ホームページや広報等による広

報活動に努め、今後も継続して実施していきます。 

福祉タクシー料金助成 

事業 

高齢の方を主として、通院等にかかる料金の一部を助成してい

ます。事業内容が周知されてきたことや、最寄りの量販店等の

減少により、タクシー利用が必要となる場面が増加傾向にある

ことから、利用者数は増加傾向にあります。 

病院等への移動において、タクシーが高齢者の移動手段として

大きな役割を果たしていることから、高齢者の経済的負担の軽

減のみならず、外出の機会を増やすことを目的として今後も継

続して実施していきます。 

エリア型デマンドバス物

部「ものべゆず号」 

病院や買い物など、日常生活に必要な移動のために、各集落地

と公的機関などの目的地との間を結ぶ交通機関として「ものべ

ゆず号」を運行しています。 

現在の乗降場所が遠い等で、乗車場所の移設を望む声が自治会

から、年に数回上がってきています。 

今後、高齢化の進展に伴い利用者数の増加が予測されるととも

に、利用者の一層の高齢化が予測される事から、高齢者や自治

会の声に応えるべく、充実に向けた検討を行っていきます。 

住宅改造支援事業 

対象要件に該当する要介護高齢者等を対象に、住まいを安全か

つ利便性に優れたものに改修・改築することで、本人及び介護

者の負担軽減に取り組んでいます。 

相談件数は多くなっていますが、工事には詳細な見積もりと高

い費用が発生し、また、十分な計画を行う必要があることから、

実際の工事に至る件数は少なくなっています。 

段差や移動距離などの日常における問題点を解決することで、

高齢者の行動範囲が広がり自立性が高まる、事故防止にもつな

がるため、今後も継続して実施していきます。 

 

 

 

 

 



69 

 

施策名 内容 

生活管理指導員派遣事業 

対象要件に該当する高齢者等の家庭に、生活管理指導員（ホー

ムヘルパー）を派遣することで、住み慣れた自宅で、自分らし

く、できる限り自立した健全な社会生活を送れるよう取り組ん

でいます。近年、自宅の掃除やゴミの分別、整理整頓等、身の

回りの事が出来ずゴミ屋敷化するなど、申請件数が増加傾向に

あります。 

心身の健康の保持と生活の安定のために、基本的生活習慣や社

会適応及び対人関係に関するサービス、一時的な心身の障害及

び傷病等に関するサービスを提供するなど、福祉の向上に努め

ます。 

在宅高齢者配食（給食） 

サービス事業 

概ね 70歳以上の援護を要する一人暮らし高齢者、高齢者のみ

の世帯、障害者の方で調理が困難な方を対象に、栄養バランス

のとれた食事を自宅へ定期的に提供しています。 

調理が困難な高齢者の方々、また高血圧・心臓病・糖尿病とい

った病気を患っている方々でも栄養バランスの取れた食事を

とることができるため、生活の安心に寄与しています。 

また、配達の際に話をすることで孤独感の緩和にも繋がってお

り、配食・給食サービス共に引き続き栄養バランスの取れた食

事を提供することで、食生活の安定と在宅生活の維持を目指し

ます。 

生活福祉センターこづみ 

居住支援事業 

家庭や住宅の事情などで自宅では生活できない高齢者に対し

て、住居を提供しています。一時的な利用の場となりますが、

近年は施設入所に至らず入所期間が長くなる傾向があります。 

一人では不安がある場合でも、施設職員の見守りがあること

で、本人やその家族も安心できており、落ち着くまでの間をつ

なぐ施設としての役割が大きいため、今後も継続して実施しま

す。 

ユニバーサルデザイン 

への対応 

プラザ八王子、土佐山田駅、道の駅美良布、奥物部ふれあいプ

ラザ駐車場、別府峡温泉駐車場等へのオストメイト対応トイレ

の設置、道の駅美良布の修繕など、ユニバーサルデザインへの

対応に取り組んでおり、今後も引き続き改修が必要な既存施設

について、順次修繕対応を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

※オストメイト：さまざまな病気や障害、事故などが原因で、ストーマ（人工肛門・人工膀胱）と呼ばれる 

便や尿の出口を手術によりお腹に取り付けている人たちのこと。 
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５．介護保険サービスの充実 

（１）サービス基盤整備 

施策名 内容 

【重点施策】 

小規模多機能型居宅介護

事業所の整備 

要介護認定者の増加に対応するために、令和４（2022）年度

中に１か所の整備を目指します。 

認知症対応型共同生活介

護の整備【再掲】 

認知症高齢者の増加に対応するために、令和４（2022）年度

中に１施設（2ユニット）の整備を目指します。 

特定施設入居者生活介護

の整備 

一人暮らし高齢者等、在宅生活が困難な高齢者の増加に対応す

るため、令和４（2022）年度中に 20床の増床を計画します。 

その他の基盤整備 

第８期計画期間における、市が指定権者となるサービス基盤整

備については、小規模多機能型居宅介護と認知症対応型共同生

活介護以外はありません。ただし、緊急性の高いサービス基盤

整備について計画の見直しを行うことで検討を行います。 

【重点施策】 

市独自の特別給付 

サービスの検討 

市の実情に沿った独自のサービスとして、今後の高齢者人口の

増加やターミナルケアへの対応を考慮し、介護用品の支給やタ

ーミナルケアに対応するための特殊寝台のレンタル等について

検討を開始します。 

 

（２）介護保険サービスの質の向上 

施策名 内容 

介護保険制度に関する 

情報提供 

介護保険制度を円滑に運営し、信頼を高めていくためには、広

報紙やパンフレット等を活用し、介護保険制度や介護サービス

の利用の方法等について理解を深めることが重要となります。 

市ホームページを通じた情報提供や、香美市介護保険ガイドブ

ックの作成・配布など、周知活動に取り組みます。 

また、円滑な相談体制の構築に向け、人員の確保と職務全般に

通ずる職員の養成に努めます。 
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施策名 内容 

各種相談・苦情等への 

対応 

要介護認定、サービス内容に関する苦情等について、市民に身

近な機関として、健康介護支援課や地域包括支援センターにお

いて、迅速かつ適切な対応に努めていきます。 

要介護認定に関する苦情については、認定調査員や認定審査会

等と連携を図りながら適切な対応に努めていきます。 

また、サービス利用に関する苦情については、担当ケアマネジ

ャーやサービス提供事業者と連携しながら適切な対応に努め

ていきます。 

県等と連携した 

相談・苦情等への対応 

要介護・要支援認定や保険料に関する不服申立は、高知県介護

保険審査会に審査請求を行うことができます。 

また、介護保険制度におけるサービス内容や事業者・施設等に

関する苦情・相談等については、高知県国民健康保険団体連合

会と連携を図りながら適切な対応を行うとともに、市窓口に寄

せられた苦情や相談、困難事例等についても、県や高知県国民

健康保険団体連合会と連携した対応を行います。 

介護サービス情報の公表 

市内の介護保険サービスの情報について、ガイドブックやホー

ムページ等で積極的に公表していくとともに、市民が介護や支

援を必要とするときには、自らの意思で適切なサービスを選択

し利用できるよう、健康介護支援課や地域包括支援センター等

を通じて、わかりやすい情報提供に努めていきます。 

サービスの質の向上 

サービス事業所の運営状況や、サービス提供状況の把握に努め

ることで、サービスの質の向上を目指します。 

また、サービス事業所向けの研修会の開催や、ケアマネ研修会

の開催など、介護保険サービスの適正な運営に努めていきま

す。 
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（３）介護給付適正化事業の推進 

施策名 内容 

要介護認定の適正化 

要介護認定調査の平準化を図るために、要介護認定調査の内容

について、事後点検することにより、適切かつ公平な要介護認

定の確保に努めます。また、一次判定から二次判定の変更率を

合議体ごとに算出し、別の合議体や、県平均、全国平均の変更

率と比較分析して、一次判定の結果から介護度が軽くなる又は

重くなる傾向を数値的に把握し、合議体間でばらつきがある場

合や県平均、全国平均と差がある場合は是正するよう努めま

す。 

（１）要介護認定調査の事後点検 

◆事業実施目標 

①記入漏れがないか、②選択項目と特記事項に整合性がある

か、③主治医意見書と整合性があるかについて点検を実施。 

◆数値目標 

直営で行っている認定調査、委託している認定調査全件数に

対する事後点検実施率 100％ 

事後点検実施率 分子・・事後点検を行った認定調査の件数 

         分母・・年間の認定調査全件数 

（２）一次判定から二次判定の軽重度変更率の地域格差及び保

険者間の合議体格差の分析 

◆事業実施目標 

合議体間、県平均、全国平均の変更率を比較し、合議体の傾

向の把握や理由の検証を実施 

◆数値目標 

年２回実施 

ケアプラン点検 

ケアプランの記載内容について点検し、介護支援専門員ととも

に確認検証しながら、介護支援専門員の「気づき」を促すとと

もに、「自立支援に資するケアマネジメント」の実践に向けた取

組の支援を目指します。また、点検によって個々の受給者が真

に必要とするサービスを確保するとともに、その状態に適合し

ていないサービス提供を改善するよう努めます。 

◆事業実施目標 

「高知県ケアプラン実施の手引き」を基に、書類点検を実施。 

また、市が導入する介護給付適正化システムを用いて、認定

データと給付データの突合分析を行い、ケアプランの詳細を

確認する必要があるケースについては、市の職員や外部講師

等を活用したヒアリングを実施。 
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◆数値目標 

書類点検・・・６事業所（介護支援専門員１名につき１件） 

ヒアリング・・３事業所（１事業所につき５件） 

住宅改修等の点検 

（１）住宅改修の点検 

 住宅改修工事の施工前に工事見積書の点検を行うとともに、

施工後に竣工写真等により、住宅改修の施工状況等を点検し、

受給者の状態にそぐわない不適切または不要な住宅改修がな

いよう努めます。なお、写真等だけでは確認できないなど疑義

がある場合は、訪問調査等により確認を行います。 

◆事業実施目標 

（点検方法） 

・施工前 

 書類で点検するもの：工事見積書、写真、図面等 

 訪問調査を行う条件：提出書類や写真からは現状が分かりに

くいケース等 

・施工後 

 書類確認の対象：工事内訳書、竣工写真、領収書等 

 現地確認を行う条件：提出書類や写真からは現状が分かりに

くいケース等 

◆数値目標 

・書類点検の実施率 100％ 

・訪問調査の実施率 100％ 

書類点検の実施率 分子・・・書類点検を行った件数 

          分母・・・年間の住宅改修全件数 

訪問調査の実施率 分子・・・訪問調査を行った件数 

          分母・・・訪問調査を行う条件にあては 

               まる事例の年間の全件数 

（２）福祉用具購入・貸与調査 

 福祉用具購入、軽度の要介護者に対する福祉用具貸与につい

て書類審査を行い、福祉用具の必要性や利用状況等について点

検し、受給者の身体の状態に応じて必要な福祉用具の利用を進

めます。 

◆事業実施目標 

（点検方法） 

・福祉用具購入 

 福祉用具を必要とする理由書、カタログの写し等を点検 

・軽度の要介護者に対する福祉用具貸与 

 福祉用具を必要とする理由書、ケアプラン等を点検 
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◆数値目標 

書類点検の実施率 100％ 

書類点検の実施率 分子・・・書類点検を行った件数 

          分母・・・年間の年間の福祉用具購入・ 

               貸与全件数 

 

縦覧点検・医療情報 

との突合 

国保連合会と連携を図りながら、受給者ごとに複数月にまたが

る介護報酬の支払状況（請求明細書内容）を確認し、提供され

たサービスの整合性、算定回数・算定日数等の点検、医療と介

護の重複請求が生じていないか確認を行います。 

◆数値目標 

 実施率 100％ 

介護給付費通知 

利用者本人（家族を含む）に対して、事業者からの介護報酬の

請求及び費用の給付状況等について通知し、利用者や事業者に

対して適切なサービスの利用と提供の普及啓発に努めます。 

◆事業実施目標 

 全利用者を対象に圧着はがきで通知 

◆数値目標 

発送回数 年４回 

 

（４）介護人材の確保・育成 

施策名 内容 

【重点施策】 

介護人材の確保・育成 

国・県と連携を図りながら、介護保険サービスの安定的な供給

体制の確保に向け、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取

組を実施することで、総合的な介護人材確保対策を進めていき

ます。 

【重点施策】 

介護人材確保に関する 

市の独自施策の検討 

国・県との連携だけではなく、市（保険者）としての、事業所

の人材確保に向けた支援策について、先進地等の情報収集に努

め、支援策の検討を行います。 
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６．高齢者の活躍できる場の充実 

（１）生きがいづくりと社会参画の推進 

施策名 内容 

生涯学習の充実 

中央公民館事業の市民セミナーでは、過去のアンケート結果を

もとに、ニーズの高い教室や講座を実施することで、満足度も

高く、市民の生活意欲向上の提供の場となっています。 

今後も新しい講座や教室等を開催し、現在、参加者が少ない若

い世代や男性の参加者が増加していくよう、内容や開催日時等

の検討、告知・宣伝方法の見直しや、課題解消に向けた取組を

行います。また、生涯学習振興課と健康介護支援課、福祉事務

所、社会福祉協議会等の関係機関が連携を図りながら、より多

くの市民が参加する生涯学習の充実に努めていきます。 

生涯スポーツの充実 

香美市体育大会や駅伝等の市主催の大会開催や、ファミリース

ポーツフェスティバルでは小中学校や保育園、各量販店へのポ

スターの掲示、社会福祉協議会等へも参加を呼び掛けるなど、

幅広い年齢層の参加に努めています。 

幅広い年齢層の方が参加する各種イベントや、参加機会を増や

していける企画など、生涯学習振興課と健康介護支援課、福祉

事務所等が連携を図りながら生涯スポーツの充実に努めてい

きます。 

老人クラブ活動の充実 

老人クラブ活動は、重要な地域コミュニティの１つとなってい

ます。各クラブからの意見募集・関係団体との共催・開催時期

の変更など、従来のやり方を見直し、様々な改善を行ってきま

したが、参加人数等に大きな変化はありませんでした。 

近年、解散するクラブや、新規会員の獲得に悩むクラブも出て

きています。 

引き続き、老人クラブ活動の存続に向け、団塊の世代などの新

たなニーズの把握に努め、ニーズに合った魅力ある事業展開に

努めることで、老人クラブ活動の活発化と新規会員の募集に努

めていきます。 
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（２）高齢者の就労支援 

施策名 内容 

シルバー人材センター 

への支援 

就業生活は、充実した人生を送る上で大切な要素であるため、

高齢者の働く意欲に応じた就労の場を確保するシルバー人材

センターの役割は大きくなっています。 

高齢者の生きがいづくりと地域活動の活性化、地域の支え合い

体制の構築の為にも、高齢者の働く場の確保に努め、高齢者福

祉の向上を目指します。具体的には、①会員の就業確保に努め

る。②会員の適正就業化に努める。③安全就業と事故防止に努

める。④法令遵守を徹底し、社会的責任を果す。⑤県連合会や

自治体など他団体との連携強化に努めます。 
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７．介護予防・健康づくり施策の推進 

（１）健康づくりの推進・意識の向上 

施策名 内容 

データヘルス計画・ 

特定健康診査等実施計画 

の推進 

データヘルス計画・特定健康診査等実施計画に基づき、特定健

康診査・特定保健指導の受診率と実施率の向上、重症化予防事

業等を積極的に推進することで、生活習慣病予防に努め、将来

的な介護リスクの軽減に取り組みます。 

健康増進事業の推進 

第 3期香美市健康増進計画・第 2期香美市食育推進計画・第

1期自殺対策計画を策定し、健康づくり事業について一体的に

取り組んでいます。「健康寿命の延伸」を基本目標に掲げ、本

市の重要な健康課題である血管病（糖尿病・脳血管疾患・心疾

患）対策と自殺対策について重点的に取り組みます。 

かかりつけ医・ 

かかりつけ薬局等 

の普及【再掲】 

令和元年度に実施した、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結

果で、かかりつけ医がいる高齢者の割合が 84.7％、かかりつ

け薬局を持っている高齢者の割合が 72.0％となっており、か

かりつけ医については、平成 23 年度の調査結果（60.0％）

から大幅に増加しています。今後も引き続き医師会、薬剤師会

等と連携を図りながら、かかりつけ医、かかりつけ薬局の普及

に取り組みます。 

健康づくり３団体 

との連携 

健康づくり３団体を対象にした研修会や講演会を開催してい

ます。令和２年度時点で、健康づくり婦人会会員数：７３名、

健康づくり推進員協議会会員数：５７名、食生活改善推進協議

会会員数：１５５名となっており、引き続き会員数の増加に努

めていきます。また、第３期香美市健康増進計画に基づき、血

管病対策を主とした知識の普及啓発活動について、連携を密に

しながら、各地区での啓発活動に繋げていきます。 

2021年度 2022年度 2023年度 

講演会：2回 講演会：1回 講演会：1回 

健康づくりのための 

地域活動事業 

令和３年度（2021年度）より、市民の健康づくりや介護予防

の取組を推進していくことを目的として、自主的に健康づくり

や介護予防のための活動をする団体に補助金を交付すること

になっています。 
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（２）介護予防の推進 

施策名 内容 

介護予防把握事業 

窓口相談に加え、地域住民や関係機関からの情報提供等によ

り、支援を必要としている住民を早期に把握し、必要なサービ

スや社会資源に繋げています。また、介護保険事業計画策定前

年度にはニーズ調査による把握を行っています。 

今後も引き続き、地域住民や関係機関との連携による把握や、

３年毎のニーズ調査による把握を行います。 

介護予防講座 

土佐山田圏域と香北・物部圏域において、健康づくりや終活に

関する講座等を、毎年４～５回開催しています。講座内容によ

る参加者数の変動はありますが、100 名を超える参加もみら

れています。今後も引き続き、時代の流れに即した様々なテー

マをとりあげ、介護予防や生きがいづくり、終活の啓発・周知

に努めていきます。 

運動習慣づくり 

運動習慣づくりとして、香美はつらつ体操を取り入れた体操教

室や、ポールウォーキング教室を開催しています。令和２年度

（2020 年度）は新型コロナ感染症の流行に伴い、自宅でで

きる体操の啓発を行いました。参加者には継続参加者が多いた

め、個々が取組を継続できる仕組みづくりや自主グループ化等

検討していきます。また、感染症流行による影響も鑑み、「新

しい生活様式」に対応した取組や、自宅で取り組める運動の啓

発等を行っていきます。 

生きがいづくり 

新規参加者や男性参加者も増加傾向にあります。交流の場とし

て楽しみにしている参加者も増えてきていますが、新型コロナ

感染症の流行により、接触を伴う活動や食事等の制限が必要な

状況になっています。参加者からも残念がる声もあがっている

ことから、「新しい生活様式」に対応した取組方法を検討し、

高齢者のニーズに合った事業内容に努めていきます。 

自主グループ支援 

令和元年度（2019 年度）末時点で、市内には 55 か所（山田

30、香北15、物部10）の自主グループが活動しています。新

たな集いの立ち上げや継続支援に取り組むことで、全体数は増加

傾向にあります。また、地域の集いリーダーを対象とした研修会

や講話、情報交換の場を提供しています。 

一方で、参加者の高齢化や減少により、継続が困難になってきて

いるグループや、閉会を余儀なくされたグループも発生していま

す。新型コロナ感染症流行の影響で活動休止を行っているグルー

プもあることから、「新しい生活様式」に対応した取組方法につ

いて支援を行うとともに、自主グループの今後のあり方やそれに

代わる取組の必要性などについて検討を行っていきます。 
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介護予防・生活支援サービス事業 

（介護予防・日常生活支援総合事業） 

訪
問
型
サ
ー
ビ
ス 

訪問型サービス 

従来の介護予防訪問介護となります。 

令和２年度（2020年度）時点、市内に訪問介護事業所は７ヶ

所で、内 2ヶ所は施設サービスに特化しています。市内、市外

の訪問介護事業所も総合事業の訪問型サービスの指定を受け

てくれており、今後も訪問介護事業所のすべてに訪問型サービ

スの指定を受けてもらうよう支援していきます。 

2021年度 2022年度 2023年度 

1164人／年 1164人／年 1164人／年 

訪問型サービス A 

緩和した基準によるサービス（生活援助等）となります。 

令和２年度（2020年度）時点、２事業所が緩和した基準によ

るサービス提供を行っています。利用者数は少ないですが、今

後も事業の検討をしながら継続していきます。 

2021年度 2022年度 2023年度 

100人／年 100人／年 120人／年 

訪問型サービス B 

住民主体による支援（住民主体の自主活動として行う生活援助

等）となります。令和２年度（2020年度）時点では実施して

いませんが、必要に応じて、随時検討を行います。 

訪問型サービス C 

短期集中予防サービス（保健師等による居宅での相談指導等）

となります。令和２年度（2020年度）時点では実施していま

せんが、必要に応じて、随時検討を行います。 

訪問型サービス D 

移動支援（移送前後の生活支援）となります。 

令和２年度（2020年度）時点では実施していませんが、必要

に応じて、随時検討を行います。 

通
所
型
サ
ー
ビ
ス 

通所型サービス 

従来の介護予防通所介護となります。 

令和２年度（2020年度）時点で、市内に通所介護と地域密着

通所介護とあわせて 15ヶ所となっています。市内ほぼすべて

の通所介護等が介護予防・生活支援サービス事業の通所型サー

ビスを受けてくれています。通所介護の給付の状況も勘案しな

がら地域密着介護の増加等については検討していきます。 

2021年度 2022年度 2023年度 

1452人／年 1452人／年 1452人／年 
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介護予防・生活支援サービス事業 

（介護予防・日常生活支援総合事業） 

通
所
型
サ
ー
ビ
ス 

通所型サービス A 

緩和した基準によるサービスとなります。 

令和２年度（2020年度）まで、土佐山田圏域で社会福祉協議

会のデイサービスで実施してきましたが、事業の見直しのた

め、一旦終了します。通所型サービスＡとしての事業はありま

せんが、必要に応じて、随時検討を行います。 

通所型サービス B 

住民主体による支援（体操、運動等の活動など、自主的な通い

の場）となります。一般介護予防事業の中の自主グループ支援

や生きがいづくり・社会参加の促進の中で住民主体による支援

ができており、令和２年度（2020年度）時点では通所型サー

ビス Bとしての事業はありませんが、必要に応じて、随時検討

を行います。 

通所型サービス C 

短期集中予防サービス（生活機能を改善するための 運動器の

機能向上や栄養改善等のプログラム）となります。 

通所リハビリや訪問リハビリの介護保険で対応しており、通所

型サービス Cとしては実施していません。 

必要に応じて、随時検討を行います。 

 

（３）通いの場の充実 

施策名 内容 

交流・活動の場の確保 

香美市社会福祉協議会に委託するあったかふれあいセンター

事業において、土佐山田圏域では、地域サロンボランティア「た

んぽぽの会」による、電話での見守り活動、施設での傾聴ボラ

ンティア、地域に出向いて開催する出前カフェ、見守り郵便等

の活動支援を行っています。香北・物部圏域では、「地域サロ

ンみによん」「地域サロンひとやすみ」を開設し、誰もが気軽

に過ごし集える場所を提供していますが、参加者の高齢化、固

定化が課題になっています。また、生活支援機能の仕組み(ボ

ランティア)「ゆずまろももにゃんとなりぐみ」の活動を 2018

年より開始し、活動内容の検討を行っています。両圏域とも、

ボランティアの育成、活動内容の検討、地域に出向く取組の検

討等に努めていきます。 
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施策名 内容 

新しい集いの場づくり 

リフッレシュカフェ（仮） 

現在香美市では自主グループによる地域の集いが多数行なわ

れていますが、地域によっては開催のないところ等もあり、送

迎がなければ集いに出かけられない高齢者もあることから、そ

のような対象者に向け新たな介護予防教室を開催し、教室運営

にボランティアの協力を呼びかけるなどしながら新しい形の

集いの場所づくりにモデル的に取り組みます。 

 

（４）保健事業と介護予防の一体的な実施 

施策名 内容 

【重点施策】 

通いの場への 

専門職の派遣 

現在、市内にある通いの場の多くは、自主活動グループとし

て活動していますが、高齢者の集う場での健康づくり事業を

推進するためにも、通いの場への専門職（保健師・管理栄養

士等）の派遣を行っていきます。 

【重点施策】 

KDB等を活用した 

事業展開 

疾病予防と介護予防を一体的に推進するためにも、KDB 等

を有効に活用した対象者選定を行い、対象者の状態に見合っ

た保健事業や介護予防事業を検討していきます。 

 

（５）保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の推進 

施策名 内容 

【重点施策】 

市独自の特別給付 

サービスの検討【再掲】 

市の実情に沿った独自のサービスとして、今後の高齢者人口の

増加やターミナルケアへの対応を考慮し、介護用品の支給やタ

ーミナルケアに対応するための特殊寝台のレンタル等につい

て検討を開始します。 

【重点施策】 

新しい集いの場づくり 

送迎がなければ集いに出かけられない対象者に向け新たな介

護予防教室を開催し、新しい形の集いの場所づくりにモデル的

に取り組みます。 

 

 

 

   

※KDB：国保保険者や後期高齢者医療広域連合における保健事業の計画の作成や実施を支援するため、国保

連合会が「健診・保健指導」、「医療」、「介護」の各種データを利活用して、①「統計情報」・②「個

人の健康に関するデータ」を作成するシステム。 
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第５章 介護保険料の設定 

１．介護保険料基準額の推計手順 

 

第８期計画期間（2021年度～2023年度）、令和７年（2025年）度、令和 22

年（2040 年）度における介護保険事業の第 1 号被保険者の介護保険基準額につ

いては、国が示す推計方法を踏まえて、「見える化」システムを利用し、以下の手順

に沿って算出しました。第７期計画期間（平成 30 年（2018 年）度～令和２年

（2020年）度）における被保険者数、認定者数、サービス利用者数、給付費など

の実績をもとに推計を行い、次に介護保険料の算定にあたっての諸係数などを勘案

しながら第１号被保険者の介護保険料基準額を設定する流れとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７期計画期間の被保険者数、認定者数、サービス利用者数、給付費などの実績 

第１号被保険者数と要支援・要介護認定者数の推計 

居宅（介護予防）、地域密着型（介護予防）、施設サービス利用者数の推計 

制 度 改 正 に よ る 費 用 負 担 見 直 し 

サービス量・給付費の推計 

第 １ 号 被 保 険 者 が 負 担 す る 割 合 

調 整 交 付 金 交 付 割 合 

準 備 基 金 の 活 用 

第１号被保険者の介護保険料で負担すべき事業費（保険料収納必要額） 

予 定 保 険 料 収 納 率 

保 険 料 段 階 の 設 定 

新 た な 公 費 負 担 

第８期計画期間及び 2025年度、2040年度における 

第１号被保険者の介護保険料基準額 

※調整交付金：各市町村の高齢化率や所得水準による財政力格差を調整するため、市町村によって５％未 

満や５％を超えて交付される交付金。 
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２．第１号被保険者保険料の算定 

（１）介護保険財政の仕組み 

介護保険の財源については、利用者の負担額を除いた介護給付にかかる費用（給

付費）の 50％を保険料、残り 50％を税金等の公費で賄うこととなっており、第１

号被保険者は給付費の 23％を負担することになります。 

ただし、調整交付金の割合によって、第１号被保険者の負担割合は増減します。 

また、地域支援事業のうち、包括的支援事業・任意事業の財源については、第１

号被保険者の保険料と公費で構成されます。 
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（２）サービス種別給付費の見込み 
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（３）標準給付費見込み額の算定 

2021年度～2023年度標準給付費見込額  

＝ 総給付費 ＋ 特定入所者介護サービス費等給付額  

＋ 高額介護サービス費等給付額 ＋ 高額医療合算介護サービス費等給付額  

＋ 算定対象審査支払手数料  

     （単位：千円） 

 2021年度 2022年度 2023年度 

総給付費    

特定入所者介護サービス費等給付額    

高額介護サービス費等給付額    

高額医療合算介護サービス費等給付額    

算定対象審査支払手数料    

審査支払手数料支払件数（件）    

標準給付費見込額（小計）    

標準給付費見込額（３年間計）  

※端数処理により合計が一致しない場合があります。 

 

※総給付費 

●頁の総給付費（介護サービス給付費と介護予防サービス給付費の合計額）。 

 

※特定入所者介護サービス費等給付額 

低所得の人の介護保険施設等の利用が困難とならないように、食費と居住費の

一定額以上が保険給付される制度です。 

 

※高額介護サービス費等給付額 

介護サービスを利用して、支払った自己負担額が一定額を超えた場合に支給さ

れます。 

 

※高額医療合算介護サービス費等給付額 

医療費と介護費の自己負担額が一定額を超えた場合に支給されます。 

 

※算定対象審査支払手数料 

介護報酬の審査及び支払いに関する事務を委託している国保連合会に対して、

支払う手数料です。 
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（４）地域支援事業費の見込み額 

地域支援事業費の見込み額は、以下のとおりとなります。 

 （単位：千円） 

 2021年度 2022年度 2023年度 

地域支援事業費    

 
介護予防・日常生活支援総合事業費    

包括的支援事業・任意事業費    
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③ 保険料収納必要額 

（５）保険料基準額の算定 

第 1 号被保険者の負担割合（23％）、予定保険料収納率（●●％）、所得段階別

加入割合補正後被保険者数、調整交付金、介護給付費準備基金取崩額等の影響を算

定した結果、第８期計画における第 1号被保険者の保険料基準月額は●●●●円と

なります。 

 

【介護保険料算定のプロセス】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理により、算出結果が一致しない場合があります。 

 

 

① 標準給付費＋地域支援事業費合計見込額（2021年度～2023年度） 

●●●●千円 

② 第 1号被保険者負担分相当額（2021年度～2023年度） 

●●●●千円（①の 23％） 

④ 収納率 ●●％ 

収納率で補正後  ●●●●千円 

⑤ 所得段階別加入割合補正後被保険者数   ●●●●人 

（基準額の割合によって補正した 2021年度～2023年度までの被保険者数） 

÷

28,

⑥ 保険料基準額   月額 ●●●●円 

（年額 ●●●●円） 

 

＝ 

保険料収納必要額  ●●●●千円 

第１号被保険者負担分相当額  ●●●●千円 

＋）調整交付金相当額   ●●●●千円 

－）調整交付金見込額   ●●●●千円 

－）介護給付費準備基金取崩額  ●●●●千円 
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（６）所得段階別保険料の算定 

本市の第８期における所得段階別第 1号被保険者の保険料額は、以下のとおり

となります。 

 

第８期（2020年度～2023年度） 
基準額に 

対する比率 

保険料 

（年額） 

第1段階 

・老齢福祉年金の受給者で、本人及び世帯全員が住民

税非課税の場合 

・生活保護の受給者 

・本人及び世帯全員が住民税非課税で、課税年金収入

額＋合計所得金額が 80万円以下の人 

0.50 

(0.45) 

●●●●円 

(●●●●円) 

第 2段階 
本人及び世帯全員が住民税非課税で、課税年金収入額

＋合計所得金額が 80万円を超え 120万円以下の人 
0.70 ●●●●円 

第 3段階 
本人及び世帯全員が住民税非課税で、課税年金収入額

＋合計所得金額が 120万円を超える人 
0.80 ●●●●円 

第 4段階 

本人が住民税非課税 

（世帯内に住民税課税者がいる場合） 

課税年金収入額＋合計所得金額が 80万円以下の人 

0.85 ●●●●円 

第 5段階 

本人が住民税非課税 

（ 世 帯 内 に 住 民 税 課 税 者 が い る 場 合 ） 

課税年金収入額＋合計所得金額が 80万円を超える人 

1.00 ●●●●円 

第 6段階 
本人が住民税課税で合計所得金額が 

120万円未満の人 
1.15 ●●●●円 

第 7段階 
本人が住民税課税で合計所得金額が 

120万円以上 210万円未満の人 
1.30 ●●●●円 

第 8段階 
本人が住民税課税で合計所得金額が 

210万円以上 320万円未満の人 
1.55 ●●●●円 

第 9段階 
本人が住民税課税で合計所得金額が 

320万円以上の人 
1.80 ●●●●円 
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第６章 計画の推進 

１．計画に関する啓発・広報の推進 

 

  本計画について、高齢者はもとより幅広い市民への周知・啓発を行うため、広報

香美や市ホームページへの掲載、市行事、関係する各種団体・組織等の会合など多

様な機会を活用していきます。 

 

２．計画推進体制の整備 

 

（１）連携及び組織の強化 

香美市第８期高齢者福祉計画・介護保険事業計画に掲げる施策を円滑かつ効果

的に進め、第 2次香美市振興計画に掲げる理念の実現につなげるため、庁内や関

係機関との連携の充実や組織の強化を行っていきます。 

 

○各種行政関係機関との連携はもとより、香美市社会福祉協議会、民生委員児童

委員協議会、ボランティア団体、老人クラブ、医師会、歯科医師会、薬剤師

会、自治会連合会等の各種関係機関との連携を強化し、高齢者を地域で支え

る・見守る体制づくりを強化します。 

 

○地域包括支援センターや地域からの情報に基づき、地域包括ケア会議を活用し

て介護保険サービス事業者や居宅介護支援事業者、医療関係者等との連携を強

化していきます。 

 

○高齢者の在宅での生活が確保されるために、保健や介護予防、日常生活支援サ

ービスと、介護保険サービス、そして地域福祉に基づく地域での取組などが、

一体的かつ適切に提供されるよう、高齢者保健、高齢者福祉、介護保険、地域

福祉の担当課間において、担当者レベル及び管理職レベルでの日常的な調整や

情報交換を充実していきます。 

 

○保健福祉サービスにかかる対象者情報については、個人情報の保護を遵守しつ

つ適正に共有化されるよう、各担当課間や香美市社会福祉協議会、地域包括支

援センター等との情報交換の仕組みづくりに引き続き努めます。 

 

○計画の総合的な推進のためには、健康介護支援課はもとより、福祉事務所、市

民保険課、ふれあい交流センター、企画財政課、防災対策課など、関連する各
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課とも連携を強化していく必要があります。そこで、既存の庁内組織等も活用

しながら、情報交換や課題解決に向けて全庁的な取り組みを行うことで総合的

な推進を図っていきます。 

 

○健康介護支援課において、それぞれの所管に分かれて行っている高齢者に関す

る施策・事業を、高齢者全体を見渡す中で有機的に展開できるよう、課内の推

進体制の強化を行っていきます。 

 

（２）保健・医療・介護等の多職種・地域住民との協働 

地域包括ケアシステムを深化し、円滑に推進するためには、高齢者の個別課題

の解決や地域課題の把握について、保健・医療・介護等多職種の協働により取り

組むことが重要です。また、地域課題の解決には、地域福祉の重要な担い手とな

る民生委員児童委員やボランティア、地域住民の自主活動組織等の主体的参画が

重要となります。そのため、行政や介護保険サービス事業者、医療機関等の専門

職種・地域住民の協働と連帯に基づくパートナーシップを構築していきます。 

 

（３）県及び近隣市町村との連携 

介護保険制度の円滑な運営においては、介護サービスの広域的利用など周辺地

域との関わりも大きいため、県や近隣市町村との連携が不可欠となります。そこ

で、県や近隣市町村との情報交換や連絡体制の強化を図り、近隣地域とも一体と

なった介護保険事業及び保健福祉事業の展開を進めます。 

 

３．進捗状況の把握と評価の実施 

 

  本計画の目標実現に向けて、施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、国が

示す「高齢者の自立支援・重度化防止等の取組を支援するための交付金に関する

評価指標」に基づき、高齢者福祉計画等策定委員会において、取組状況の点検・

評価を実施していきます。 

また、庁内の推進体制として、引き続き高齢者保健、高齢者福祉及び介護保険

を所管する健康介護支援課が中心となり、関係各課や関係機関との緊密な連携の

もと、計画を推進していきます。 
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